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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第６期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．株価収益率は期末の株価を潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額で除して計算しております。 

  

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 

売上高 (千円) － － － － 8,095,858 

経常利益 (千円) － － － － 1,325,724 

当期純利益 (千円) － － － － 403,255 

純資産額 (千円) － － － － 3,793,974 

総資産額 (千円) － － － － 22,394,903 

１株当たり純資産額 (円) － － － － 58,279.18 

１株当たり当期純利

益金額 
(円) － － － － 7,237.97 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

(円) － － － － 6,013.63 

自己資本比率 (％) － － － － 16.9 

自己資本利益率 (％) － － － － 10.6 

株価収益率 (倍) － － － － 62.5 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － － － － △4,718,385 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － － － － △3,667,335 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － － － － 11,623,231 

現金及び現金同等物

の期末残高 
(千円) － － － － 4,602,371 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

(人) 
－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

28 

(5)



(2）提出会社の経営指標等 

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 

売上高 (千円) 310,110 516,582 843,883 1,887,949 2,827,607 

経常利益 (千円) 15,204 94,685 171,216 302,096 687,475 

当期純利益 (千円) 14,832 53,009 97,908 176,113 404,688 

持分法を適用した場

合の投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 286,560 341,560 341,560 822,397 1,549,147 

発行済株式総数 (株) 26,400 28,600 28,600 53,000 65,100 

純資産額 (千円) 540,037 703,031 800,939 1,938,728 3,796,917 

総資産額 (千円) 942,943 1,321,458 3,595,593 3,981,914 8,164,798 

１株当たり純資産額 (円) 20,455.98 24,581.52 28,004.89 36,579.79 58,324.39 

１株当たり配当額

（うち１株当たり中

間配当額） 

(円) 
－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

－ 

(－)

１株当たり当期純利

益金額 
(円) 586.26 1,864.08 3,423.37 5,604.81 7,263.68 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

(円) － － － － 6,034.99 

自己資本比率 (％) 57.3 53.2 22.3 48.7 46.5 

自己資本利益率 (％) 5.3 8.5 13.0 12.9 14.1 

株価収益率 (倍) － － － － 62.3 

配当性向 (％) － － － － － 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － － 451,544 1,170,161 － 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － － △2,424,748 △3,336,115 － 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － － 2,105,390 2,553,481 － 

現金及び現金同等物

の期末残高 
(千円) － － 173,093 560,621 － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用

者数） 

(人) 
2 

(－)

3 

(－)

6 

(－)

11 

(2)

26 

(5)



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第５期以前の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりませ

ん。また、第６期については、連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

３．第３期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第２期は潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。第３期から第５期までは新株予約権残高はありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価が

把握できませんので記載しておりません。 

５．第５期までの株価収益率については、当社株式は非上場であるため記載しておりません。 

６．当社は、第３期以前については、キャッシュ・フロー計算書を作成しておりませんので、当該期のキャッシ

ュ・フロー計算書に係る指標については記載しておりません。 

７．当社は、第６期より連結財務諸表を作成しているため、第６期の持分法を適用した場合の投資利益、営業活

動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及

び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。 

８．株価収益率は期末の株価を潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額で除して計算しております。 

９．当社は、第４期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、あずさ監査法人の監

査を受けておりますが、第３期以前については、当該監査を受けておりません。 



２【沿革】 

 (注)平成18年12月 宅地建物取引業者として国土交通大臣免許を取得（国土交通大臣（１）第7407号） 

  

年月 事項 

平成13年５月 不動産の賃貸を目的として株式会社扇インベストメント（資本金30,000千円 東京都港区赤坂四

丁目13番８－505号）を設立 

不動産投資事業を開始 

平成14年２月 社名を株式会社扇インベストメントよりスター・マイカ株式会社に変更し、本社を東京都千代田

区神田須田町二丁目23番11号河合ビル７階に移転 

平成14年６月 宅地建物取引業者として東京都知事免許を取得（東京都知事（１）第80808号） 

アドバイザリー事業を開始 

平成14年８月 スター・１号ファンドの不動産保有SPC（特別目的会社）として有限会社スター・ファンドを設

立し不動産ファンド運営事業を開始 

平成15年７月 本社を東京都千代田区神田錦町三丁目23番地MKビル５階に移転 

平成17年２月 スター・１号ファンドの倒産隔離を実施するため、SPC（特別目的会社）である有限会社スタ

ー・ローンへスター・１号ファンドの匿名組合契約の営業者としての事業を譲渡 

平成17年６月 本社を東京都港区西新橋一丁目１番３号に移転 

有限会社エムスクエアより不動産売買及び不動産売買仲介の事業を譲受 

平成17年10月 株式会社オフィス扇より不動産事業を譲受 

平成17年11月 信託受益権販売業登録（関東財務局長（売信）第276号） 

平成18年１月 本社を東京都港区西新橋一丁目５番11号に移転 

平成18年２月 不動産投資顧問業登録（一般－第832号） 

平成18年10月 大阪証券取引所ヘラクレス市場に株式を上場 

平成18年11月 大阪市北区に大阪支店を開設 

    



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び連結子会社４社から構成されております。当社グループは、金融の視点から、不動産取

引をより身近でシンプルなものにすることを通じて、活力ある社会の実現に貢献したいと考えております。そこで、

当社における不動産と金融の知識・ノウハウを融合して、不動産マーケットと投資家の橋渡しを行うために、(1）不

動産ファンド運営事業、(2）不動産投資事業、(3）アドバイザリー事業の３つの事業を行っております。その事業内

容は次のとおりであります。 

当社グループの事業全体の系統図 

 ※運営ファンドには、有限責任中間法人スター・プロパティーズが100%所有する㈲スター・ローン、㈲

スター・ファンド及び㈲スター・ファンド・アンバーが含まれております。 

(1）不動産ファンド運営事業 

 当社グループは、不動産投資ファンド（スター・１号ファンド）の組成及び運営の受託を行っております。一般

に不動産ファンドは、投資対象となる不動産をSPCに組み入れ、金融機関から資金調達を行う一方で、金融商品と

して投資家に提供しております。投資家にとってはファンドの形態とすることで、実際に不動産実物に投資するよ

りはるかに手数がかからず、不動産投資から生じる収益を得ることができ、一方でリスクを分散することができま

す。 

 当ファンドの特徴は、上場REITや他社の運営する私募不動産ファンド等と異なり、投資対象を主に居住用の区分

所有マンション（ファミリータイプ）としている点であります。区分所有マンションは、一物件当たりの投資規模

が小規模であり投資対象物件が多数に分散するため、金融機関からの資金調達が難しく、また管理のオペレーショ

ンが煩雑なため、一般には投資対象としにくいものであります。しかしながら当社グループでは、小規模ゆえの流

動性や、投資対象の分散によるリスクの軽減効果等に着目し、当社創業以来の過去の投資実績やノウハウを生かし

て、ファンドの資金調達や効率的な管理を行っております。当ファンドは、区分所有マンションというニッチな不

動産市場において、投資家の期待利回りを重視した中小規模のファンドといえます。 

●不動産ファンド運営事業 



(2）不動産投資事業 

 当社は、主に賃貸中の不動産を取得し運用・販売をしております。投資対象は居住用不動産に限定せず、賃貸借

契約により安定的なキャッシュ・フローが見込まれる様々な不動産を対象としております。当社の不動産投資事業

の特徴は、不動産の値上がり期待や高付加価値化を目的とした投資よりも、むしろ金融と不動産の両面の視点か

ら、不動産の潜在的な収益機会を捉える点にあります。潜在的な収益機会としては、金融市場と比較しての不動産

市場の参加者の限定性、情報の非対称性、市場参加者間での価格ギャップ、権利調整や物件管理、資金調達等の能

力から生じる価格ギャップであり、それらに投資し、不動産を投資商品化することを目指しております。特に近年

においては、REIT市場の拡大等により不動産投資市場が急速に拡大しておりますが、一方で、不動産は金融商品に

比べると個別性が極めて強いため投資に当たってのリスクが分かりにくく、依然として投資家にとっては投資しに

くいものであります。当社では不動産取得後、空室率や修繕管理といった不動産投資特有の不確実性を可能な限り

解消し、投資家に不動産を販売することで収益を得ております。 

 また、不動産投資事業は、当社が投資対象を徐々に拡大して物件・地域による特性への理解を深め、不動産投資

に関する様々なノウハウを社内に積極的に蓄積する機能も有しており、将来におけるビジネスモデル化やファンド

組成を睨んだ、当社グループ成長のための戦略的な投資としての位置付けでもあります。 

 なお、当社と当社の運営ファンドとの間では、投資対象が異なり、また利益相反を防ぐ観点からも、売買は行っ

ておりません。 

●不動産投資事業 

(3）アドバイザリー事業 

 当社では、金融と不動産のノウハウを活用して、証券化のアレンジャー業務や不動産仲介業務等、顧客に対して

様々なアドバイザリー業務を行っております。証券化のアレンジャー業務は、不動産所有者や不動産開発業者にと

って最適となるファイナンス手法を提供するものであり、スキームの立案から、金融機関を含めた関係者との調

整、契約書類の作成、クロージング（所有権移転・資金決済手続等）並びにその後の不動産管理及び投資家への報

告等を行います。また、不動産仲介業務は、不動産取引を希望する顧客のニーズをタイムリーに把握し、不動産取

引に当たって必要・有益なアドバイスを行い、希望する条件に合う取引の紹介、取引必要書類の作成及び所有権移

転のサポートを行うことで収益を得ております。アドバイザリー事業は、当社が不動産取引を通じて得られる不動

産情報やネットワークを武器に、資金ではなく当社が蓄積した無形のノウハウを活用することによって、手数料収

入を得るものであり、会社の資本効率を高めております。一方で、収益の源泉を多様化することで、当社の事業リ

スクの分散を図っております。 



４【関係会社の状況】 

          主要な損益情報 

                 （千円） 

        （1）売上高   5,584,387 

        （2）経常利益         － 

        （3）当期純利益      △440 

        （4）純資産額        5,331 

        （5）総資産額   14,563,049 

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 

議決権の所
有割合又は
被所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）  
 

 
 

 

有限会社スター・ロ

ーン 
東京都港区 5,000 ファンド運営事業 － 

当社が運営するファンド

のSPC 

（連結子会社）  
 

 
 

 

有限会社スター・フ

ァンド（注）5 
東京都千代田区 3,000 ファンド運営事業 － 

当社が運営するファンド

のSPC 

（連結子会社）  
 

 
 

 

有限会社スター・フ

ァンド・アンバー 

（注）2 

東京都千代田区 3,000 ファンド運営事業 － 
当社が運営するファンド

のSPC 

（連結子会社）  
 

 
 

 

有限会社責任中間法

人スター・プロパテ

ィーズ 

東京都港区 
20,000 

（注）3
ファンド運営事業 － － 

（注） 1. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  2. 平成18年1月20日に設立しております。 

  3. 基金の額であります。 

  4. 上記４社は、当社は議決権を有しないものの、当社が実質支配する関係にあるため、当連結会

計年度より「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 実務対応報告第20号）を適用して連結子会社としたものでありま

す。 

  5. 有限会社スター・ファンドについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結

売上高に占める割合が10％を超えております。 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含みます。）であり、臨

時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、年間の平均人員を（ ）外数で

記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

３．当連結会計年度より記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含みます。）であり、臨

時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、年間の平均人員を（ ）外数で

記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が当期中において、15名増加しましたのは、主に業容拡大に伴う中途採用によるものであります。

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年11月30日現在

事業の種類別セグメント 従業員数（人数） 

 ファンド運営事業 16(-) 

 不動産投資事業 １(-) 

 アドバイザリー事業    １(2) 

 全社（共通）  10(3) 

合計  28(5) 

  平成18年11月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

26（５） 33.2 1.0 5,548 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国経済は、企業収益が増大し、積極的な設備投資が行われる一方で、失業率の改善

や所得の増加から個人の消費が拡大し、景気は好調に推移いたしました。 

 当社グループの属する不動産投資業界におきましては、耐震強度偽装問題が発生し、金融政策では量的緩和が解

除されたものの、好調な景気に支えられて不動産取引が活発に行われ、良好な事業環境が継続しました。 

 このような環境の中で当社グループは、運営するファンドの成長に伴って安定的な収益基盤が確立するととも

に、不動産投資案件やアドバイザリーサービスの積上げにより収益が増大しました。また、継続的な人材の採用・

育成に取り組み、事業拡大に応じて、平成18年１月に本社を移転いたしました。さらに、平成18年10月には、大阪

証券取引所ヘラクレス市場に上場いたしました。これにより、公募増資による資金調達を実施しただけでなく、当

社グループの社会に対する知名度・信頼性が高まりました。なお、平成18年11月には事業を拡大するべく、事業拠

点として大阪支店を開設いたしました。また、資金面では公募増資による資金調達のほか、当社初となる無担保社

債を発行することで、金融環境の変化に備え長期・安定的な資金を調達いたしました。 

 この結果、当社グループの当連結会計年度における業績は、売上高8,095,858千円、営業利益1,531,298千円、経

常利益1,325,724千円、当期純利益403,255千円となりました。 

事業の種類別セグメントの概況は、次のとおりであります。 

 （不動産ファンド運営事業） 

不動産ファンド運営事業におきましては、ファンドの投資規模が拡大する一方で、不動産売却収入、不動産賃貸が

堅調に推移しました。この結果、不動産ファンド運営事業の売上高は5,736,497千円となりました。 

 （不動産投資事業） 

不動産投資事業におきましては、住居系不動産について全国規模での投資を行い、不動産取引のネットワークやノ

ウハウをさらに蓄積する一方で、保有不動産の売却も好調に推移いたしました。この結果、不動産投資事業の売上

高は2,077,384千円となりました。 

 （アドバイザリー事業） 

アドバイザリー事業におきましては、開発型を中心とした証券化アレンジャー業務を積極的に行い、一方で個人富

裕層等への収益物件の仲介に取り組みました。この結果、アドバイザリー事業の売上高は281,976千円となりまし

た。 

 なお、当連結会計年度は連結財務諸表作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行なっておりません。

（以下、「(2)キャッシュ・フロー」及び「生産、受注及び販売の状況」においても同じ。） 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）期末残高は4,602,371千円となり、期首残高と

比較して4,041,749千円増加しました。 

・営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度において営業活動に使用した資金は4,718,385千円となりました。これは主として、税金等調整

前当期純利益が686,245千円計上され、販売用不動産が5,482,158千円増加したことによるものであります。 

・投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度において投資活動に使用した資金は3,667,335千円となりました。これは主として、有形固定資

産の取得による支出3,088,925千円及び投資有価証券の取得による支出801,500千円があったことによるものであり

ます。 

・財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度において財務活動により得られた資金は11,623,231千円となりました。これは主として、長期借

入金による収入8,570,000千円、社債の発行による収入1,461,577千円及び公募増資等による株式の発行による収入

1,437,063千円があったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは、不動産ファンド運営事業、不動産投資事業、アドバイザリー事業を主体としており、生産実績

を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりません。 

(2）受注実績 

 当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載はしておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントに示すと次のとおりであります。 

 （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

(1)人材の採用・育成 

 当社は、人材こそが企業競争力の源泉と考えており、より多くの投資家が不動産取引に参加しやすい仕組みを作

るためには、魅力ある不動産投資商品を開発し、提案する人材を確保することが不可欠と考えております。成長が

見込まれる不動産投資市場において当社の存在感をより高めるため、今後も人材の採用・育成に取り組む方針であ

ります。 

(2)不動産市場の変化への対応 

 不動産の市場動向を継続して注視し、不動産価格下落リスクが高いものや、取得後保有期間が長期化しているも

のについては、財務健全性を優先して資金回収を優先するなどの的確な対応が必要であると考えております。その

ためには、当社の事業規模に応じて適時に適切な判断を行えるよう、社内体制の一層の強化が必要と考えておりま

す。 

(3)金融環境の変化への対応 

 昨今、金融機関が不動産向け融資を拡大しておりますが、将来的には融資姿勢に変化が起きることも考えられま

す。資金調達に支障が生じないようにするため、取引先金融機関を集中せず分散する方針であります。また、景気

回復に伴って金利の上昇が予想され、借入コストの増加による収益の悪化が懸念されます。そこで、固定金利での

調達または金利スワップの活用等により、影響をできる限り少なくする方針であります。 

(4)関係法令・会計基準等への対応 

 不動産ファンドや証券化市場はここ数年で急激に成長しており、関係法令も整備途上であるのが実情でありま

す。金融商品取引法の制定、会社法施行によるLLC制度（合同会社）の創設、会計基準・会計慣行の変更等による

オフバランス基準の見直し等、関係法令・会計基準について、最新の動向を常に把握して、法令等を遵守して事業

を行う方針であります。 

(5)内部管理体制及びコーポレート・ガバナンス体制の強化 

 内部管理体制及びコーポレート・ガバナンス体制の強化は、事業拡大の中で一層重要なものとなっており、必要

な人員の確保や社員への教育を今後も継続して実施し、経営管理体制の強化に努めてまいります。 

事業の種類別セグメント 
当連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

不動産ファンド運営事業（千円） 5,736,497 

不動産投資事業（千円） 2,077,384 

アドバイザリー事業（千円） 281,976 

合計（千円） 8,095,858 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業展開上のリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる主な事項には、以

下のようなものがあります。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資判断上あるい

は当社グループの事業活動を理解するうえで重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報

開示の観点から記載しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の

回避及び発生した場合の対応に努める所存でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項目以

外の記載内容も併せて、慎重に検討したうえで行われる必要があると考えております。また、以下の記載は当社株式

への投資に関連するリスクをすべて網羅するものではありませんので、ご留意下さい。 

 下記文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1）不動産市場環境の動向について 

 不動産市場は、金融機関による不良債権の処理の活発化、減損会計の導入に対応するための不動産の流動化、不

動産投資信託やノンリコース・ローン等の新しいファイナンス手法の開発及び低金利を背景に、成長してまいりま

した。しかしながら、日本経済の急速な悪化や税制・金融政策の大幅な変更により、不動産市場が影響を受け、当

社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、当社グループの事業構成においては、不動産ファンド運営事業での投資対象である中古マンションの流通

価格は、一部地域では上昇もみられますが全般的には概ね横ばい傾向にあり、安定的に収益を確保しやすい環境が

継続していると考えております。不動産投資事業においては、不動産を金融の視点から分析し、その潜在的な収益

機会に着目して不動産を投資商品化する事業を行っており、価格上昇期待に基づいた投機目的の取引は行っており

ませんが、主要な売却先となる投資家の不動産投資マインドが低迷することにより、当社グループの財政状態及び

経営成績に影響を与える可能性があります。 

(2）競合について 

 不動産投資事業においては、不動産投資及び金融に関する高い専門能力と知識や経験が不可欠であり、経済的に

採算性を確保できる規模を構築するための時間、人材及び投資家に対する投資収益のパフォーマンス実績を必要と

するため、新規参入が困難であると考えられます。これらの状況に加えて当社グループでは、例えば中古マンショ

ンといったニッチな市場を開拓しており、ファンドの規模の拡大よりも投資対象・投資手法の差別化を志向してお

ります。 

 しかしながら、低金利を背景に不動産投資市場に大量の資金流入があり、新規参入会社や成熟した既存会社が投

資対象を拡大することで、当社グループの取引機会が減少し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

(3）業歴が浅いことについて 

 当社の設立は平成13年５月であり、業歴の浅い会社であります。十分な期間にわたる過去の財務数値の推移が得

られず、過年度の財政状態及び経営成績からでは、今後の当社グループの売上高・利益等の成長を判断するには不

十分な面があります。 

(4）有利子負債への依存について 

 当社グループは、物件の取得に際して自己資金だけでなく金融機関からの借入資金を活用しており、物件取得の

状況によってその残高も変動します。当社は、資本効率を高めた経営を志向しており、適正な規模での借入金の調

達に努めておりますが、金融環境が変化した場合には、支払利息の負担の増加や借入金の調達が困難になるなど、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5）不動産投資事業について 

 不動産投資事業では、自己資金と借入資金を活用して不動産を取得し、一定期間保有することから、不動産市況

の変化に伴う価格変動リスクを負います。このため、その取得・売却の時期や金額に応じて、当社グループの財政

状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。不動産の売却による売上については、物件の売却価格が売上

高として計上されるため、一取引当たりの金額は、アドバイザリー事業における手数料収入に比較して大きなもの

となり、当該事業の売上の状況により当社の売上高は大きく変動する可能性があります。また、当社は、物件の調

査を慎重に行った上で不動産の取得に取り組んでおりますが、当社の知りえない事実等が発生した場合には、当社

グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(6）キャッシュ・フロー計算書の記載について 

 不動産投資事業の投資物件は、売却時までに固定資産から販売用不動産に振り替えて売上計上しており、営業キ

ャッシュ・フローのプラス（販売用不動産の減少）として記載されます。また、不動産の購入時には有形固定資産



の購入としているため、投資キャッシュ・フローのマイナスとして記載されます。なお、上記会計処理について

は、重要な非資金取引として固定資産の販売用不動産への振替額を、連結財務諸表に注記しております。 

(7）ファンドに関する取り扱いについて 

 不動産ファンド運営事業において当社が運営するスター・１号ファンドには、有限責任中間法人スター・プロパ

ティーズ（以下「中間法人」という。）が100％出資している、有限会社スター・ファンド、有限会社スター・フ

ァンド・アンバー及び有限会社スター・ローンの３社のSPC（特別目的会社）が存在します。平成18年９月８日に

公表された「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委

員会 実務対応報告第20号）の厳格な解釈に基づき、平成18年11月期より、中間法人及びSPC３社を連結範囲に含

めた連結財務諸表を作成しております。 

(8）不動産投資事業と不動産ファンド運営事業における投資対象に係わる利益相反について 

 当社の不動産投資事業における投資対象とスター・１号ファンドにおける投資対象は、社内規程により明確に区

分されております。当社と当社が運営を受託するファンドが不動産を売買することはなく、その予定もありませ

ん。また、当社は運営を受託するファンドについて、他の投資家と同じ条件での匿名組合出資を一部行っており、

当社の利益とファンドの利益が一致する仕組みを構築しております。仮に当社とファンドとの間で不動産を売買す

る事態が生じた場合には、適正な価格で売買が行えるよう、第三者である不動産鑑定事務所に鑑定を依頼して取引

を行うことになりますが、この場合には当社とファンドとの間に利益相反が生じる恐れがあります。 

(9）不動産の欠陥・瑕疵について 

 当社グループは、不動産の欠陥・瑕疵等により予期せぬ損害を被る可能性がないよう、投資対象不動産の選定・

取得の判断を行うに当たって第三者の専門家による調査を行い、慎重な対応に注力しております。不動産におけ

る、権利、構造、環境等に関する欠陥・瑕疵については、売主が原則として瑕疵担保責任を負いますが、通常「宅

地建物取引業法」が定める最短期間である２年間に限定されており、また必ずしも瑕疵担保責任を追及できるとは

限りません。その結果、取得した不動産に欠陥や瑕疵等があった場合には、瑕疵の修復のため追加費用等が生じる

ことにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(10）不測の事故・自然災害による損害について 

 当社グループの不動産は、東京都心部及び周辺部だけではなく地方都市へ分散しておりますが、火災、暴動、テ

ロ、地震、噴火、津波等の不測の事故・自然災害が不動産物件の存在する地域で発生した場合には、投資対象不動

産が滅失、劣化または毀損し、賃貸収入が激減し、突発的に修繕のための支出が必要となり、または将来の売却価

値が著しく減少する可能性があります。また、不測の事故・自然災害により、不動産投資に対する投資マインドが

冷え込み、当社の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。これらの不測の事故・自然災害による損害リスクに

対応するため、当社グループが取得する投資対象不動産に関して、原則として火災保険・施設賠償責任保険を付保

（地震保険については、個々の物件の状況に応じて付保）しております。 

 しかしながら、投資対象不動産等の個別事情等により、保険契約が締結されない可能性、保険契約で支払われる

上限額を上回る損害が発生する可能性、保険契約でカバーされない災害が発生する可能性または保険契約に基づく

支払いが保険会社により行われず、もしくは遅れる可能性も否定できません。また、保険金が支払われた場合で

も、行政上の規制その他の理由により事故・自然災害発生前の状態に回復させることができない可能性がありま

す。 

(11）不動産に関する権利関係の複雑性及び不動産登記に公信力がないことについて 

 不動産をめぐっては、様々な権利義務が発生する可能性があります。日本の不動産登記には公信力（公示を信頼

して取引した者には、公示どおりの権利状態があったのと同様の保護を与える力）がないことから、登記を信頼し

て取引した場合でも保護されない場合があります。また登記から事前に不動産に係る権利義務を知りえない場合が

あります。したがって、当社グループが取得した権利が第三者の権利や行政法規等により制限を受け、あるいは第

三者の権利を侵害していることが後になって判明する可能性があります。このような事態に対して当社グループと

しては、第三者から不動産に関する情報を可能な限り入手する等の対応を行っておりますが、現実にこのような事

態が発生した場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(12）構造計算書偽装問題について 

 姉歯元一級建築士による構造計算書偽装問題の発覚後、当社は、当社グループの保有する物件及び売却済みの物

件について以下の調査を実施いたしました。当社が調査を実施した限り、構造計算書の偽装が疑われている建築事

務所の関与する物件はありませんでした。 

 調査の内容としては、構造計算書の偽装が疑われている建築事務所の関与の有無を確認するために、社内保管資



料や取引先への質問により過去の取引物件について建築に関与した先（施工会社、設計者及び構造計算書作成者）

に関する情報を収集し、また、国土交通省による構造計算書偽装問題の公表資料を元に、該当する物件がないか確

認を行いました。さらに、１棟物件は、構造計算書の検証を第三者の専門家に依頼して実施いたしました。ただ

し、構造計算書については所有者に保存義務がなく、中古不動産を第三者から取得する場合には構造計算書の全部

または一部が引き継がれない場合や、法令の保存期間を経過している場合など、追跡調査ができない場合がありま

す。なお、第三者の専門家による構造計算書の検証ができなかった物件については、建物診断報告書や不動産鑑定

報告書等において特段の指摘はなく、また国土交通省が公表している偽装物件は建築確認の時期が平成９年以降で

あることを考慮すると、最も新しい建築確認の時期が平成５年４月であり、偽装の可能性は低いものと当社では判

断しております。また、平成17年12月１日以降の取得物件については、取得の際に建築に関与した先を調査し、１

棟物件については構造計算書の検証を第三者の専門家に依頼しております。 

 しかしながら、構造計算書偽装問題は解決には至っておらず、建築物件に対する不信感は今後さらに広がる可能

性があり、新たな偽装物件が発覚するなど社会的に問題が深刻化する可能性も否定できません。その場合、不動産

及び住宅に対する不信感が高まり、不動産投資市場の冷え込みにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。また、上記のとおり、当社グループの保有する物件及び売却済みの物件について、当社は構造計算書

が偽装されている可能性は低いと判断しておりますが、仮に構造計算書が偽装されていた場合には、当該不動産の

価値が下落しあるいは追加的な補償等を行うことにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(13）法的規制について 

 当社グループは、現時点における法令を遵守して業務を行っておりますが、今後、関連する法令が新たに制定さ

れ、または既存の法令が改廃された場合には、当社グループの事業の一部が制約を受け、あるいは対応のために追

加的な費用がかかるなど、当社グループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社は宅地建物取引業免許を取得し、信託受益権販売業登録、不動産投資顧問業登録を受け事業を行って

おります。当社グループは法令を遵守して業務を行っておりますが、将来において法令違反の事象が発生し、監督

官庁より業務の停止や免許の取消等の処分を受けた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可

能性があります。 

 なお、当社グループの事業に関連する主な法律は以下のとおりであります。 

①宅地建物取引業法 

 当社は、宅地建物取引業法に基づく「宅地建物取引業者」として、宅地もしくは建物（建物の一部を含む）の

売買もしくは交換、賃貸の代理もしくは媒介を行っております（国土交通大臣(1)第7407号 有効期限 平成23

年12月28日）。宅地建物取引業は、宅地建物取引業法をはじめとして、それに関連する各種法令により規制を受

けております。 

②信託業法 

 当社は、信託業法に基づく「信託受益権販売業者」として、信託受益権の販売またはその代理もしくは媒介を

行っております（関東財務局長（売信）第276号 有効期限 平成20年10月31日）。信託受益権販売業は、信託

業法をはじめとして、それに関連する各種法令により規制を受けております。 

③中間法人法 

 当社が不動産ファンド運営事業にて、設立している中間法人につきましては、中間法人法の適用を受けた法人

であり、同法及びそれに関連する各種法令により規制を受けております。 

④証券取引法（金融商品取引法） 

 匿名組合営業者が匿名組合出資により資金を調達することは、みなし有価証券の発行者とみなされその発行は

証券取引法に基づいて行われることとなります。有価証券の発行者が、有価証券の発行に際して募集勧誘行為を

第三者に委託する場合には証券業の免許を要しますが、発行者自ら募集を行う場合は、同法には抵触しないと認

識しております。なお、平成18年６月７日に「証券取引法等の一部を改正する法律（平成18年法律第65号）」が

成立しております。罰則等の強化、公開買付制度の整備及び大量保有報告制度の整備を経たうえで、最終的には

法文名を「金融商品取引法」と改め、公布の日から起算して１年６ヶ月を超えない範囲内において政令で定める

日に施行される予定です。同法においては、集団投資スキーム持分等の自己募集を業として行う者を「第二種金

融商品取引業」と定めると共に、内閣総理大臣への登録等を義務付けております。この点につきましては、今後

予定される政令等の内容に従い適時適切に対応する所存であります。 

⑤有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律 

 みなし有価証券とされる匿名組合出資金そのものの運用助言を行う場合、その行為は「有価証券に係る投資顧

問業の規制等に関する法律」上の投資顧問業に該当いたします。一方で、当社の行う業務は、不動産投資等に関

するアセットマネジメント業務であり、上述の匿名組合出資金そのものの運用助言を行うものではありません。

よって、当社の業務は投資顧問業法に抵触しないものと認識しております。 

⑥その他 



 当社グループが今後行う不動産投資スキームによっては、以下の法律の制約を受ける可能性があります。 

・不動産特定共同事業法 

任意組合型、匿名組合型、共有持分による賃貸型で、複数の投資家から出資を募り、現物不動産への投資を行

い共同で資産を運用し、当該事業から得られた収益を投資家に分配する事業を行う場合には、不動産特定共同

事業法の規制を受けることになります。 

・投資信託及び投資法人に関する法律（投信法） 

投資信託委託業または投資法人資産運用業のいずれかを営もうとする者は、投資信託及び投資法人に関する法

律の規制を受けることになります。 

・資産の流動化に関する法律（改正SPC法） 

日本国内においてSPC法上の特定目的会社を設立して、資産流動化を行う場合には、資産の流動化に関する法

律の規制を受けることになります。 

(14）特定人物への依存について 

 当社の代表取締役社長である水永政志は最高経営責任者として当社グループの経営方針や経営戦略・事業戦略、

投資判断、資金調達等をはじめ、事業推進上重要な役割を果たしております。この事実を認識し当社では過度に同

氏へ依存しないよう、経営体制を整備して権限の委譲を進め人材の育成に努めております。また、現状において同

氏が当社業務を離れる事態は想定しておりませんが、同氏が何らかの理由により業務を遂行できなくなった場合に

は、当社グループの業績及び今後の事業推進に重大な影響を与える可能性があります。 

(15）小規模組織であることについて 

 当社グループは、平成18年11月30日現在、取締役４名、監査役３名並びに従業員28名と組織が小さく、社内管理

体制もこの規模に応じたものとなっております。今後、事業拡大に伴い人員増強を図り、内部管理体制も併せて強

化・充実させていく方針でありますが、事業の拡大及び人員の増加に適時適切に組織的対応ができなかった場合に

は、当社グループの事業遂行及び拡大に影響を及ぼす可能性があります。 

(16）人材の獲得について 

 当社グループは、不動産ファンド運営事業、不動産投資事業及びアドバイザリー事業を展開しており、これらの

事業に関する高度な知識と組織力に基づく競争力のあるサービスを提供していくためには、優秀な人員の確保及び

その育成が不可欠となります。当社グループではこの認識のもとに、人材の採用・育成を継続して行っていく方針

ですが、当社グループの求める人材が十分に確保できない場合や当社グループの役職員が社外に流失した場合に

は、事業の推進に影響が生じる可能性があります。 

(17）エイチビーケー・マスター・ファンド・エルピーについて 

 当社の主要株主であるエイチビーケー・マスター・ファンド・エルピーは、平成18年11月30日現在、発行済株式

総数及び新株予約権による潜在株式の合計の16.58％を保有しております。同ファンドの運用方針については、株

式公開時のキャピタルゲインを主目的としてはおらず、また、上場後６ヶ月間は売却しない契約を締結してありま

す。しかしながら、同ファンドの株式の取引動向によっては、当社の株価に影響を与える可能性があります。 

(18）潜在株式比率が高いことについて 

 当社は、取締役及び従業員に対して新株予約権を利用したストックオプション制度を採用しております。当該新

株予約権は、平成14年12月11日開催の臨時株主総会、平成16年２月27日開催の定時株主総会、平成17年５月26日開

催の臨時株主総会及び平成18年２月23日開催の定時株主総会において決議されたものであります。権利行使期間に

おいてこれらの新株予約権が行使された場合、１株当たりの株式価値は希薄する可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社グループの第６期（平成17年12月１日から平成18年11月30日まで）における財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの分析は、以下のとおりであります。なお、第６期より連結財務諸表を作成しているため、対前年同期比

増減額の記載を行っておりません。また、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社が判断

したものであり、将来に関する事項には、不確実性を内在しており、あるいはリスクを含んでいるため、将来生じる

実際の結果と異なる可能性を含んでおりますのでご留意下さい。 

  

１．重要な会計方針及び見積り 

 当社の連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この連結財務諸表の作成に当たり、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金

額並びに開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や現状

等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異な

る場合があります。 

２．財政状態の分析 

（資産） 

 資産合計は22,394,903千円となりました。このうち、流動資産合計は17,864,720千円となりました。これは主

に、当社の公募による新株式発行による資金調達やファンドの借入金の増額などによる現金及び預金、並びに連結

子会社が所有する販売用不動産であります。また、固定資産合計は4,500,562千円となりました。これは主に、不

動産投資事業での不動産投資による有形固定資産であります。 

（負債） 

 負債合計は18,600,929千円となりました。このうち、流動負債合計は2,373,100千円となりました。これは主に

不動産投資に伴う金融機関からの短期借入金であります。また、固定負債合計は16,227,828千円となりました。こ

れは主に連結子会社が保有する販売用不動産に対応する借入金、及びファンドの他の投資家からの出資である匿名

組合出資預り金であります。 

（純資産） 

 純資産合計は3,793,974千円となりました。主な純資産の変化といたしましては、公募による新株式発行に伴う

資本金及び資本準備金の増加であります。 

３．経営成績の分析 

（売上高） 

 当連結会計年度の売上高は8,095,858千円となりました。ファンド運営事業においては、物件の積み上がりによ

る賃料収入の増加、また保有物件の売却が寄与し、売上高5,736,497千円となりました。また、不動産投資事業に

おいても、不動産売却が順調に進み、売上高2,077,384千円となりました。アドバイザリー事業も案件が順調に推

移し、売上高281,976千円となりました。 

（売上総利益） 

 当連結会計年度の売上原価は6,032,419千円、売上総利益は2,063,439千円となりました。これはファンド運営事

業及び不動産投資事業における売上高の増加に伴うものであります。 

（販売費及び一般管理費） 

 当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、532,140千円となりました。その内訳として、事業の拡大に伴う人

件費の増加により、給与・賞与手当は126,286千円となりました。また、資産取得に係る控除対象外消費税額等に

よる租税公課の増加により、租税公課が140,628千円となっております。 

（営業外損益） 

 当連結会計年度の営業外収益は、2,544千円となりました。一方、営業外費用は、主に支払利息127,040千円、借

入金に伴う支払手数料43,137千円を計上した結果、営業外費用合計では208,118千円となりました。 

（特別損益・法人税等・法人税等調整額） 

 当連結会計年度の特別損失は固定資産除却損603千円となり、税金費用として282,989千円を計上しております。

４．資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当連結会計年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）期末残高は4,602,371千円となり、期首残高と

比較して4,041,749千円増加しました。 

・営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度において営業活動に使用した資金は4,718,385千円となりました。これは主として、税金等調整

前当期純利益が686,245千円計上され、販売用不動産が5,482,158千円増加したことによるものであります。 



・投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度において投資活動に使用した資金は3,667,335千円となりました。これは主として、有形固定資

産の取得による支出3,088,925千円及び投資有価証券の取得による支出801,500千円があったことによるものであり

ます。 

・財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当連結会計年度において財務活動により得られた資金は11,623,231千円となりました。これは主として、長期借

入金による収入8,570,000千円、社債の発行による収入1,461,577千円及び公募増資等による株式の発行による収入

1,437,063千円があったことによるものであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において実施した設備投資等は3,092,825千円であり、その主なものは、不動産投資事業における

有形固定資産の取得3,079,519千円であります。 

 なお、重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 平成18年11月30日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。 

 (1)提出会社 

 （注）１．上記の金額には消費税等を含めておりません。 

２．従業員数の（ ）は、臨時従業員数を外書しております。 

３．上記の他、主要な賃借設備として以下のものがあります。 

 (2)国内子会社 

 該当事項はありません。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 平成18年11月30日現在において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業の部門別
の名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
（人） 建物 構築物 

車両運搬
具 

器具備品 
土地 

（面積㎡） 
合計 

本社 

（東京都港区） 
全社共通 本社機能 5,138 － 3,910 5,911 － 14,959 

26(5)

賃貸不動産 

（東京都中央区他） 

不動産投資事

業 
賃貸不動産 1,324,635 2,432 － 1,081 

2,387,019 

(8,670.11)
3,715,167 

－(－)

事業所名 
（所在地） 

事業の部門別の名称 設備の内容 年間賃借料 

本社 

（東京都港区） 
全社共通 事務所（賃借） 29,741千円 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 212,000 

計 212,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年11月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年２月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 65,100 65,100 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 65,100 65,100 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成14年12月11日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数 

当社が株式分割または株式併合を行う時は、株式分割または株式併合の効力発生の時をもって次の算式によ

り新株予約権の目的たる株式数を調整する。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行

使していない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果、１株の100分の１未満の

端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲

で適切に株式数の調整を行うものとする。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年11月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年１月31日） 

新株予約権の数（個） 5,000 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,000（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年１月１日から 

平成34年12月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   50,000 

資本組入額  25,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率



２．新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 

当社が株式分割または株式併合を行う時は、株式分割または株式併合の効力発生の時をもって次の算式によ

り払い込むべき金額を調整する。ただし、調整の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。

また当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分をする時は、その新株式発行の時または

自己株式処分の時（新株予約権の行使による場合を除く）をもって次の算式により払い込むべき金額を調整

する。ただし、調整の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

前記算式において、自己株式の処分を行う場合には、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新

株式発行前株価」を「処分前株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

さらに、当社が合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な

範囲で適切に行使価額の調整を行うものとする。 

３．新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。） 

①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という）は、権利行使時においても当社または当社子会社及

び関連会社の取締役または監査役その他これに準ずる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退

任、定年退職による場合はこの限りでない。 

②対象者が、当社または当社子会社の就業規則に基づく懲戒処分（ただし、戒告は除く）を受けたときは、新

株予約権を行使できない。 

③新株予約権の質入その他の処分は認めない。 

④対象者が行使期間開始後に死亡した場合、その相続人は、対象者死亡の日より１年経過する日と権利行使期

間満了日のいずれか早い方の日に至るまでの間、対象者死亡の日において行使可能な新株予約権を行使する

ことができる。 

４．会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件 

①当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換契約書または株式移転の議案並びに当社が消滅会社と

なる合併契約書の議案が株主総会で承認されたときは、新株予約権は無償で消却することができる。 

②新株予約権者が権利行使する前に、当社及び当社子会社の取締役または監査役の地位を喪失し新株予約権を

行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

③前項の他、当社は取得した新株予約権をいつでも無償で消却することができる。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割または併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新株式発行前株価 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



②平成16年２月27日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数 

本新株予約権１個につき普通株式１株とする。ただし、当社が株式分割（配当可能利益または資本準備金の

資本組み入れによる場合も含むものとし、以下同様とする。）または併合を行う場合には、未行使の新株予

約権の目的となる株式の数を以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株の100分の１に満たな

い端株については、これを切り捨てる。 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲

で適切に株式数の調整を行うものとする。 

２．新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 

当社が株式分割または株式併合を行う時は、株式分割または株式併合の効力発生の時をもって、次の算式に

より払い込むべき金額を調整する。ただし、調整の結果１円未満の端数が生じた場合には、これを切り上げ

る。 

また、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分をする時は、その新株式発行の時また

は自己株式処分の時（新株予約権の行使による場合を除く）をもって次の算式により払い込むべき金額を調

整する。ただし、調整の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

前記算式において、自己株式の処分を行う場合には、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新

株式発行前株価」を「処分前株価」にそれぞれ読み替えるものとする。さらに、当社が合併または会社分割

を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行う

ものとする。 

３．新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。） 

①新株予約権の割当を受けた者のうち、割当時点で当社または当社子会社及び関連会社の取締役または監査役

その他これに準じる地位にある者及び社外取引先・社外顧問は、権利行使時においても割当時点と同等また

はこれに準じる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職による場合はこの限りで

はない。 

②新株予約権の割当を受けた者が、当社または当社子会社の就業規則に基づく懲戒処分（ただし、戒告は除

く）を受けたときは、新株予約権を行使できない。 

③新株予約権の質入その他の処分は認めない。 

④その他の条件は、新株予約権発行に関する取締役会決議に基づき当社と新株予約権の割当を受けた者との間

で締結する「新株予約権付与契約書」で定めるところによる。 

４．会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年11月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年１月31日） 

新株予約権の数（個） 3,807 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,807（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 35,000（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年３月11日から 

平成26年２月27日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   35,000 

資本組入額  17,500 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割または併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
新株式発行前株価 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



①当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換契約書または株式移転の議案並びに当社が消滅会社と

なる合併契約書の議案が株主総会で承認されたときは、新株予約権については無償で消却することができ

る。 

②新株予約権者が権利行使する前に、当社及び当社子会社の取締役または監査役の地位を喪失し新株予約権を

行使できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

③前項の他、当社は取得した新株予約権をいつでも無償で消却することができる。 

③平成17年５月26日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数 

本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は１株とする。ただし、当社が株式分割または併合を行うとき

は、株式分割または株式併合の効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の目的たる株式数を調整す

る。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株

式の数についてのみ行われ、調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲

で適切に株式数の調整を行うものとする。 

２．新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 

当社が株式分割または株式併合を行う時は、株式分割または株式併合の効力発生の時をもって、次の算式に

より払い込むべき金額を調整する。ただし、調整の結果１円未満の端数が生じた場合には、これを切り上げ

る。 

また、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分をするときは、その新株式発行の時ま

たは自己株式処分の時（新株予約権の行使による場合を除く。）をもって次の算式により払い込むべき金額

を調整する。ただし、調整の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

前記算式において、自己株式の処分を行う場合には、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新

株式発行前株価」を「処分前株価」にそれぞれ読み替えるものとする。さらに、当社が合併または株式分割

を行う場合等、払込価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に払込価額の調整を行う

ものとする。 

３．上記期間中であっても当社の株式が日本国内のいずれかの取引所において上場される日前の権利行使はでき

ないものとする。 

４．新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。） 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年11月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年１月31日） 

新株予約権の数（個） 4,130 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,130（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 60,000（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 

平成19年７月２日から 

平成27年５月26日まで 

（注）３ 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   60,000 

資本組入額  30,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割または併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新発行株式数×１株当たり払込価額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新株式発行前株価 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



①新株予約権の割当を受けた者のうち、割当時点で当社または当社子会社及び関連会社の取締役または監査役

その他これに準じる地位にある者及び社外取引先・社外顧問は、権利行使時においても割当時点と同等また

はこれに準じる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職による場合はこの限りで

はない。 

②新株予約権の割当を受けた者が、当社または当社子会社の就業規則に基づく懲戒処分（ただし、戒告は除

く）を受けたときは、新株予約権を行使できない。 

③新株予約権の質入その他の処分は認めない。 

④その他の条件は、新株予約権発行に関する取締役会決議に基づき当社と新株予約権の割当を受けた者との間

で締結する「第４回新株予約権割当契約書」で定めるところによる。 

５．会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認された場合において、新株予約権の承継がなされない場

合、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

②当社が株式移転または株式交換によって他社の完全子会社となる場合において、新株予約権発行に関する取

締役会決議に従った新株予約権の承継がなされない場合、当社は新株予約権を無償で消却することができ

る。 

③当社は、新株予約権の割当てを受けた者が、「新株予約権の行使の条件」の定めにより、新株予約権を行使

できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

④前各号のほか、当社は取得した新株予約権をいつでも無償で消却することができる。 

④平成17年５月26日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数 

本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は１株とする。ただし、当社が株式分割または併合を行うとき

は、株式分割または株式併合の効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の目的たる株式数を調整す

る。かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲

で適切に株式数の調整を行うものとする。 

２．新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 

当社が株式分割または株式併合を行う時は、株式分割または株式併合の効力発生の時をもって、次の算式に

より払い込むべき金額を調整する。ただし、調整の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げ

る。 

また、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分をするときは、その新株式発行の時ま

区分 
事業年度末現在 

（平成18年11月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年１月31日） 

新株予約権の数（個） 263 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 263（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 60,000（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 

平成19年９月29日から 

平成27年５月26日まで 

（注）３ 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   60,000 

資本組入額  30,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割または併合の比率



たは自己株式処分の時（新株予約権の行使による場合を除く。）をもって次の算式により払い込むべき金額

を調整する。ただし、調整の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

前記算式において、自己株式の処分を行う場合には、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新

株式発行前株価」を「処分前株価」にそれぞれ読み替えるものとする。さらに、当社が合併または会社分割

を行う場合等、払込価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に払込価額の調整を行う

ものとする。 

３．上記期間中であっても当社の株式が日本国内のいずれかの取引所において上場される日前の権利行使はでき

ないものとする。 

４．新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。） 

①新株予約権の割当を受けた者のうち、割当時点で当社または当社子会社及び関連会社の取締役または監査役

その他これに準じる地位にある者及び社外取引先・社外顧問は、権利行使時においても割当時点と同等また

はこれに準じる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職による場合はこの限りで

はない。 

②新株予約権の割当を受けた者が、当社または当社子会社の就業規則に基づく懲戒処分（ただし、戒告は除

く。）を受けたときは、新株予約権を行使できない。 

③新株予約権の質入その他の処分は認めない。 

④その他の条件は、新株予約権発行に関する取締役会決議に基づき当社と新株予約権の割当を受けた者との間

で締結する「第５回新株予約権割当契約書」で定めるところによる。 

５．会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認された場合において、新株予約権の承継がなされないと

きは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

②当社が株式移転または株式交換によって他社の完全子会社となる場合において、新株予約権発行に関する取

締役会決議に従った新株予約権の承継がなされないときは、当社は新株予約権を無償で消却することができ

る。 

③当社は、新株予約権の割当てを受けた者が、「新株予約権の行使の条件」の定めにより、新株予約権を行使

できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

④前各号のほか、当社は取得した新株予約権をいつでも無償で消却することができる。 

        
既発行株式数 ＋

新発行株式数×１株当たり払込価額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新株式発行前株価 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



⑤平成18年２月23日定時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の目的となる株式の数 

本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数は１株とする。ただし、当社が株式分割または併合を行うとき

は、株式分割または株式併合の効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の目的たる株式数を調整す

る。かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

また、当社が合併または会社分割を行う場合等、株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲

で適切に株式数の調整を行うものとする。 

２．新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額 

当社が株式分割または株式併合を行う時は、株式分割または株式併合の効力発生の時をもって、次の算式に

より払い込むべき金額を調整する。ただし、調整の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げ

る。 

また、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分をするときは、その新株式発行の時ま

たは自己株式処分の時（新株予約権の行使による場合を除く。）をもって次の算式により払い込むべき金額

を調整する。ただし、調整の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。 

前記算式において、自己株式の処分を行う場合には、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新

株式発行前株価」を「処分前株価」にそれぞれ読み替えるものとする。さらに、当社が合併または会社分割

を行う場合等、払込価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に払込価額の調整を行う

ものとする。 

３．上記期間中であっても当社の株式が日本国内のいずれかの取引所において上場される日前の権利行使はでき

ないものとする。 

４．新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。） 

①新株予約権の割当を受けた者のうち、割当時点で当社または当社子会社及び関連会社の取締役または監査役

その他これに準じる地位にある者及び社外取引先・社外顧問は、権利行使時においても割当時点と同等また

はこれに準じる地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職による場合はこの限りで

はない。 

②新株予約権の割当を受けた者が、当社または当社子会社の就業規則に基づく懲戒処分（ただし、戒告は除

く。）を受けたときは、新株予約権を行使できない。 

③新株予約権の質入その他の処分は認めない。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年11月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年１月31日） 

新株予約権の数（個） 115 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 115（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 78,000（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 

平成20年３月２日から 

平成28年２月23日まで 

（注）３ 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   78,000 

資本組入額  39,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は、取締役会の承認を要

する。 

同左 

代用払込みに関する事項 － 同左 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割または併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新発行株式数×１株当たり払込価額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新株式発行前株価 

既発行株式数 ＋ 新発行株式数 



④その他の条件は、新株予約権発行に関する取締役会決議に基づき当社と新株予約権の割当を受けた者との間

で締結する「第６回新株予約権割当契約書」で定めるところによる。 

５．会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書が株主総会で承認された場合において、新株予約権の承継がなされないと

きは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

②当社が株式移転または株式交換によって他社の完全子会社となる場合において、新株予約権発行に関する取

締役会決議に従った新株予約権の承継がなされないときは、当社は新株予約権を無償で消却することができ

る。 

③当社は、新株予約権の割当てを受けた者が、「新株予約権の行使の条件」の定めにより、新株予約権を行使

できなかった場合、当該新株予約権については無償で消却することができる。 

④前各号のほか、当社は取得した新株予約権をいつでも無償で消却することができる。 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償第三者割当 

発行価格 50,000円、資本組入額 25,000円 

割当先は、田口弘であります。 

２．有償第三者割当 

発行価格 50,000円、資本組入額 25,000円 

割当先は、田口弘であります。 

３．有償第三者割当 

発行価格 50,000円、資本組入額 25,000円 

割当先は、当社取締役増田繁生、田口弘、小滝一彦であります。 

４．有償第三者割当 

発行価格 50,000円、資本組入額 25,000円 

割当先は、安田隆夫、青山洋一、村上三郎であります。 

５．有償第三者割当 

発行価格 60,000円、資本組入額 30,000円 

割当先は、投資事業組合資生堂インベストメントファンド、新日本実業㈱、他５名であります。 

６．有償第三者割当 

発行価格 60,000円、資本組入額 30,000円 

割当先は、当社従業員増田繁生、安田隆夫、戸高修、他15名であります。 

７．新株予約権行使による増加（平成17年11月１日から平成17年11月30日まで） 

発行価格 35,000円、資本組入額 17,500円 

８．新株予約権行使による増加（平成18年５月１日から平成18年５月31日まで） 

発行価格 35,000円、資本組入額 17,500円 

９．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格 138,000円、資本組入額 69,000円、払込金総額  1,380,000千円 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年12月26日 

（注）１ 
3,400 19,600 85,000 116,560 85,000 85,000 

平成14年１月10日 

（注）２ 
3,400 23,000 85,000 201,560 85,000 170,000 

平成14年１月23日 

（注）３ 
3,400 26,400 85,000 286,560 85,000 255,000 

平成14年12月28日 

（注）４ 
2,200 28,600 55,000 341,560 55,000 310,000 

平成17年５月31日 

（注）５ 
1,650 30,250 49,500 391,060 49,500 359,500 

平成17年７月１日 

（注）６ 
2,657 32,907 79,710 470,770 79,710 439,210 

平成17年11月１日～ 

平成17年11月30日 

（注）７ 

20,093 53,000 351,627 822,397 351,627 790,837 

平成18年５月１日～ 

平成18年５月31日 

（注）８ 

2,100 55,100 36,750 859,147 36,750 827,587 

平成18年10月１日 

（注）９ 
10,000 65,100 690,000 1,549,147 690,000 1,517,587 



(4）【所有者別状況】 

(5）【大株主の状況】 

  

  平成18年11月30日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） －  9 15 15 13 3 1,056 1,111 － 

所有株式数

（株） 
－  8,451 1,063 17,411 14,575 6 23,594 65,100 － 

所有株式数の

割合（％） 
－  13.0 1.6 26.8 22.4 0.0 36.2 100.0 － 

  平成18年11月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 株式会社オフィス扇  東京都港区虎ノ門三丁目18番６号 16,200 24.88 

 エイチビーケー・マスター

ファンド・エルピー 

 M&C CORPORATE SERVICES LIMITED  

c/o UGLAND HOUSE, SOUTH CHURCH  

STREET PO BOX309, GEORGE TOWN,  

GRAND CAYMAN, CAYMAN ISLANDS 

13,000 19.97 

 田口 弘  東京都渋谷区 9,000 13.82 

 水永 政志  東京都港区 6,178 9.49 

 日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口） 
 東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,587 5.51 

 日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口） 
 東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,966 3.02 

 資産管理サービス信託銀行

株式会社（証券投資信託口） 

 東京都中央区晴海一丁目８番12号 晴海

アイランドトリトンスクエアオフィスタワ

ーZ棟 

1,119 1.72 

 大阪証券金融株式会社  大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号 1,048 1.61 

 モルガン・スタンレー・ア

ンド・カンパニー・インター

ナショナル・リミテッド（常

任代理人：モルガン・スタン

レー証券株式会社） 

 25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,  

LONDON E144QA ENGLAND 

（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号  

恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

652  1.00     

 増田 繁生  東京都大田区 610 0.94 

計 － 53,360 81.97 

   （注）前事業年度末現在主要株主であった水永政志は、当事業年度末現在では主要株主ではなくなり

ました。 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規

定に基づき特に有利な条件をもって新株予約権を発行する方法によるものであります。当該新株予約権の内容

は、以下のとおりであります。 

①平成14年12月11日臨時株主総会決議 

  平成18年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 65,100 65,100 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 65,100 － － 

総株主の議決権 － 65,100 － 

  平成18年11月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

決議年月日 平成14年12月11日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の代表取締役社長 １ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 



②平成16年２月27日定時株主総会決議 

③平成17年５月26日臨時株主総会決議 

④平成17年５月26日臨時株主総会決議 

決議年月日 平成16年２月27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の代表取締役社長 １ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

決議年月日 平成17年５月26日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社の代表取締役社長  1 

当社の取締役      2 

当社の監査役      2 

当社の従業員     11 

当社の顧問       2 

当社の取引先      8 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

決議年月日 平成17年５月26日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の従業員     ９ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 



⑤平成18年２月23日定時株主総会決議 

決議年月日 平成18年２月23日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の従業員     ７ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元と同様に、将来の事業展開と財務基盤の強化を経営の最重要課題と位置づけており

ます。会社設立から平成18年11月期までは内部留保の充実に努めてまいりましたが、今後につきましては、当社の財

務基盤等に配慮しながら、業績に応じて継続的な利益配分を実施していくことを基本方針としております。なお、内

部留保資金につきましては、今後の成長に向けた投資資金として充当する方針であります。 

 なお、当社は、取締役会の決議により毎年5月31日を基準日として中間配当を行なうことができる旨を定款に定め

ております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）  最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

なお、平成18年10月２日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）  最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

なお、平成18年10月２日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成14年11月 平成15年11月 平成16年11月 平成17年11月 平成18年11月 

最高（円） － － － － 400,000 

最低（円） － － － － 189,000 

月別 平成18年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） － － － － 335,000 400,000 

最低（円） － － － － 189,000 254,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役社長 － 水永 政志 昭和39年10月６日生 

平成元年４月 三井物産㈱入社 

平成７年３月 米国カリフォルニア大学ロスアン

ゼルス校経営大学院修士課程修了

（ＭＢＡ） 

平成７年４月 ㈱ボストンコンサルティンググル

ープ入社 

平成８年７月 ゴールドマン・サックス証券会社

入社 

平成12年３月 ㈱ピーアイテクノロジー（現アセ

ット・マネジャーズ㈱）設立 代

表取締役就任 

平成14年２月 当社代表取締役社長就任（現任） 

6,178 

取締役 
ＣＯＯ兼 

投資開発部長 
加藤 卓弥 昭和42年６月２日生 

平成３年４月 ㈱日本興業銀行（現㈱みずほコー

ポレート銀行）入行 

平成９年４月 ㈱センダントジャパン入社 

平成12年10月 ㈱マーケティング・エクセレンス

入社 

平成15年５月 当社入社 取締役投資事業部長就

任 

平成18年11月 当社取締役ＣＯＯ就任 

平成19年２月 当社取締役ＣＯＯ兼投資開発部長

就任（現任） 

50 

取締役 投資事業部長 堀内 研二 昭和35年11月12日生 

昭和58年４月 シティバンク・エヌエイ入行 

平成７年９月 同行証券課マネージャー 

平成８年11月 安信住宅販売㈱（現みずほ信不動

産販売㈱）入社 

平成16年１月 同社本店営業部副部長 

平成17年１月 当社入社 

平成18年11月 当社投資事業部長 

平成18年２月 当社取締役投資事業部長就任（現

任） 

10 

常勤監査役 － 河島 克二 昭和19年５月22日生 

昭和42年３月 ㈱読売旅行入社 

昭和58年４月 同社人事課長 

平成７年５月 同社経理部長 

平成13年２月 読売観光㈱（現㈱読売観光バス）

常務取締役経理部長就任 

平成17年５月 当社監査役就任（現任） 

－ 

 



 （注）１．監査役 河島克二及び小坂義人は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．当社では、経営の意思決定及び業務執行の迅速化を図るため執行役員制度を導入しております。執行役員は

４名であり、営業推進室長 河内中、大阪支店長 高橋隆幸、経営企画室長 日浦正貴及び経営管理部長 

上原進で構成されています。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

監査役 － 依田 雅弘 昭和13年９月13日生 

昭和36年４月 ㈱三和銀行（現㈱三菱東京UFJ銀

行）入行 

昭和63年６月 同行取締役 国際部長就任 

平成６年６月 同行代表取締役専務 情報開発本

部長就任 

平成７年６月 三和キャピタル㈱（現三菱UFJキャ

ピタル㈱）代表取締役社長就任 

平成11年６月 今橋地所㈱ 代表取締役社長就任 

平成15年９月 当社顧問就任 

平成17年５月 当社監査役就任（現任） 

平成18年４月 一橋大学監事（非常勤）就任（現

任） 

－ 

監査役 － 小坂 義人 昭和30年７月13日生 

昭和59年12月 税理士登録 

昭和62年１月 千葉・小坂会計事務所設立（現

任） 

平成２年２月 公認会計士登録 

平成３年３月 アクタス監査法人（現太陽ASG監査

法人）設立 代表社員就任（現

任） 

平成18年２月 当社監査役就任（現任） 

平成18年６月 信越化学工業㈱監査役就任（現

任） 

－ 

        計 6,238 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、経営監視機能を充実し、経営の公正性・透明性を確保することによって、利害関係者と長期間継続して

良好な関係を築くことが、企業経営において必要不可欠であると認識しております。そのために、組織体制の整備

だけでなく、コンプライアンスの意識向上及びリスク管理を強化して経営にあたることを基本方針としておりま

す。 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①取締役会 

 当社は、取締役会設置会社であります。原則として、月１回以上取締役会を開催し、実質的な討議ができる適

正規模で経営に関する重要事項を決定し、実効ある経営監督の体制を整えております。 

②監査役監査、内部監査及び会計監査の実施状況 

 当社は、監査役会設置会社であります。監査役３名のうち２名は社外監査役（公認会計士１名を含む）であ

り、そのうち１名は常勤監査役であります。監査役は取締役会への出席、関連資料の閲覧及び部門長への質問等

を通じて取締役の業務執行の監視強化を図っております。 

 また、内部監査は、社長直轄の経営企画室（公認会計士１名を含む）が担当しており、内部監査計画に基づ

き、各部署に対して業務監査等を実施し、監査終了後に内部監査報告書を代表取締役社長に提出して、適宜業務

の改善を図っております。 

 さらに、当社は、会計監査人設置会社であり、あずさ監査法人との間で監査契約を締結し、会計監査を受けて

おります。なお、監査の実効性を高め、効率的な監査が実施されるよう、当社が運営を受託する不動産ファンド

についても、あずさ監査法人による監査を受けております。監査役、内部監査人及び監査法人は相互に連携をと

り、定期的に連絡会を開催して情報の共有を行うことで、監査の実効性を高めております。 

③コンプライアンスの強化 

 当社は、企業行動憲章を制定し，役職員が法令及び定款を遵守した行動をとるための行動規範を定めておりま

す。また、コンプライアンス担当部署を経営管理部とし、コンプライアンスの強化を目的に社外の法律事務所と

顧問契約を締結し、日頃から指導・アドバイスを受ける体制を設けております。 

 以上の当社の業務執行・監視の仕組みは、下図のとおりとなります。 

④役員報酬の内容（第６期） 

⑤会計監査の状況及び監査報酬の額（第６期） 

・業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

指定社員 業務執行社員  小田哲生（あずさ監査法人） 

指定社員 業務執行社員  寺田昭仁（あずさ監査法人） 

取締役に支払った報酬 48,281千円

監査役に支払った報酬 6,390千円

計 54,671千円



・監査業務に関わる補助者の構成 

補助者  公認会計士２名 会計士補４名 

・監査報酬 

⑥社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

 当社は社外取締役制度を採用しておりません。また、社外監査役につきましては、監査の独立性及び監査実務

を重視して選任しており、当社のその他の取締役、監査役と親族関係その他の人的関係を有さず、取引関係その

他利害関係はありません。 

(3）リスク管理体制の整備状況 

 当社は、リスク管理規程を定め、経営管理部をリスク管理における担当部署としております。また、不測の事態

が生じた場合は、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、専門家の助言の下、迅速な対応を行う等体制

の整備に努めております。 

１．当社及び子会社が支払う報酬 9,950千円

２．上記のうち公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 9,950千円

３．上記のうち当社が支払う報酬 8,400千円



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

（１） 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。また、当社は、当連結会計年度より

連結財務諸表を作成しております。 

（２） 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前事業年度（平成16年12月１日から平成17年11月31日まで）については、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成17年12月１日から平成18年11月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年12月１日から平成17年11月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

（３） 当連結会計年度（平成17年12月1日から平成18年11月30日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるた

め、以下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー

計算書については、前連結会計年度との対比は行なっておりません。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成17年12月１日から平成18年11月30日ま

で）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16年12月1日から平成17年11月30日まで）及び当事業年度（平成17年12

月１日から平成18年11月30日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人による監査を受けております。 

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
当連結会計年度 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金     4,602,371   

２．営業未収入金     24,804   

３．販売用不動産 ※１,２   13,108,070   

４．繰延税金資産     34,679   

５．その他     95,048   

貸倒引当金     △252   

流動資産合計     17,864,720 79.8 

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産         

(1)建物及び構築物 ※１,２ 1,481,749     

減価償却累計額   149,543 1,332,206   

(2)土地 ※１,２   2,387,019   

(3)その他   105,501     

減価償却累計額   7,534 97,967   

有形固定資産合計     3,817,192 17.1 

２．無形固定資産     4,946 0.0 

３．投資その他の資産         

(1)投資有価証券     564,500   

(2)繰延税金資産     26,826   

(3)その他     87,096   

投資その他の資産合計     678,422 3.0 

固定資産合計     4,500,562 20.1 

Ⅲ 繰延資産      29,621 0.1 

資産合計     22,394,903 100.0 

          

 



    
当連結会計年度 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．営業未払金     112,815   

２．短期借入金 ※１   1,669,878   

３．未払法人税等     230,065   

４．その他     360,341   

流動負債合計     2,373,100 10.6 

Ⅱ 固定負債         

１．社債     1,400,000   

２．長期借入金 ※１   7,615,892   

３．匿名組合出資預り金     7,117,912   

４．その他     94,024   

固定負債合計     16,227,828 72.5 

負債合計     18,600,929 83.1 

          

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１．資本金     1,549,147 6.9 

２．資本剰余金     1,517,587 6.8 

３．利益剰余金     727,239 3.2 

株主資本合計     3,793,974 16.9 

純資産合計     3,793,974 16.9 

負債純資産合計     22,394,903 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

    
当連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     8,095,858 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,032,419 74.5 

売上総利益     2,063,439 25.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※１   532,140 6.6 

営業利益     1,531,298 18.9 

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息   2,119     

２．その他   425 2,544 0.1 

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息   127,040     

 ２．支払手数料   43,137     

 ３．その他   37,940 208,118 2.6 

経常利益     1,325,724 16.4 

Ⅵ 特別損失         

１．固定資産除却損 ※２ 603 603 0.0 

匿名組合損益分配前 

税金等調整前当期純利益 
    1,325,120 16.4 

  匿名組合損益分配額     △638,875 △7.9 

税金等調整前当期純
利益 

    686,245 8.5 

法人税、住民税及び
事業税 

  315,995     

法人税等調整額   △33,006 282,989 3.5 

当期純利益     403,255 5.0 

          



③【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 
株主資本 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年11月30日 残高 
（千円） 

822,397 790,837 325,493 1,938,728 1,938,728 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 726,750 726,750 － 1,453,500 1,453,500 

当期純利益 － － 403,255 403,255 403,255 

連結範囲の変更による減
少額 

－ － △1,510 △1,510 △1,510 

連結会計年度中の変動額合
計（千円） 

726,750 726,750 401,745 1,855,245 1,855,245 

平成18年11月30日 残高 
（千円） 

1,549,147 1,517,587 727,239 3,793,974 3,793,974 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
当連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１．税金等調整前当期純利益   686,245 

２．匿名組合損益分配額   638,875 

３．減価償却費   128,875 

４．貸倒引当金の減少額   △423 

５．受取利息   △2,119 

６．支払利息   127,040 

７．株式交付費   16,436 

８．社債発行費償却    8,801 

９．固定資産除却損   603 

10．営業未収入金の減少額   33,515 

11．販売用不動産の増加額   △5,482,158 

12．営業未払金の増加額   29,662 

13．その他   33,994 

小計   △3,780,649 

14．利息の受取額   2,067 

15．利息の支払額   △141,067 

16．匿名組合損益の支払額   △601,454 

17．法人税等の支払額   △197,280 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △4,718,385 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１．有形固定資産の取得による支出   △3,088,925 

２．無形固定資産の取得による支出   △3,900 

３．投資有価証券の取得による支出   △801,500 

４．投資有価証券の払戻による収入   237,000 

５．出資金の払込による支出   △10,010 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,667,335 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１．短期借入金の純減額   △1,320,658 

２．長期借入れによる収入   8,570,000 

３．長期借入金の返済による支出   △1,424,752 

４．社債の発行による収入   1,461,577 

５．匿名組合出資預り金による収入   2,900,000 

６．株式の発行による収入   1,437,063 

財務活動によるキャッシュ・フロー   11,623,231 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   3,237,510 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   560,621 

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等
物の増加額 

  804,239 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,602,371 

      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 

  

  

  

  

  

  

  

(1)連結子会社の数 ４社 

 連結子会社の名称 

  有限会社スター・ローン 

 有限会社スター・ファンド 

  有限会社スター・ファンド・アンバー 

  有限責任中間法人スター・プロパティー

ズ 

  なお、当連結会計年度より「投資事業組

合に対する支配力基準及び影響力基準の適

用に関する実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会 実務対応報告第20号）を適用し

ております。これにより上記４社を当連結

会計年度より連結しております。 

(2)非連結子会社の名称等 

 該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項  該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 連結子会社である有限会社スター・ロ

ーン、有限会社スター・ファンド、有限

会社スター・ファンド・アンバー、有限

責任中間法人スター・プロパティーズの

決算日は、７月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって、これ

らの会社については10月31日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を使用して

おります。ただし、連結決算日との間に

発生した重要な取引については、連結上

必要な調整を行なっております。 

４．会計処理基準に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

  

  

  

  

イ 有価証券  

 その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。なお、匿名組合出資金及びそれ

に類する出資については、匿名組合の損

益のうち当社の持分相当額を売上高に計

上するとともに、「投資有価証券」を加

減しております。 

 ロ 棚卸資産 

(1）販売用不動産 

  個別法による原価法によっておりま

す。 

(2）貯蔵品 

  最終仕入原価法によっております。 

   

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

（2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

  

イ 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっており

ます。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物  ２～50年 

その他      ３～20年 

  

  

ロ 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアは、

社内における見込利用可能期間（５

年）を採用しております。 

  

  

ハ 長期前払費用 

定額法によっております。 

  

（3）重要な繰延資産の処理方

法 

  

イ 株式交付費 

  支出時に全額費用処理しております。

 ロ 社債発行費 

償還期間にわたり均等償却しておりま

す。 

  

（4）重要な引当金の計上基準 

  

貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

  

（5）重要なリース取引の処理

方法 

  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

  

（6）重要なヘッジ会計の方法 

  

イ ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特

例処理を採用しております。 

  

  

  

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・借入金の利息 

  

  

ハ ヘッジ方針 

変動金利による借入金金利を固定金

利に交換し、金利変動リスクをヘッ

ジしております。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  二 ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、決算日における有

効性の判定を省略しております。 

  

（7）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  

イ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。ただし、免税事業者

に該当する連結子会社については税

込処理によっております。 

ロ 匿名組合出資預り金の会計処理 

当社の連結子会社である有限会社ス

ター・ローンは匿名組合の営業者と

しての業務を受託しております。 

匿名組合の財産は、営業者に帰属す

ることから、匿名組合の全ての財産

及び損益は、連結財務諸表に含め、

総額にて表示しております。 

匿名組合出資者からの出資金受け入

れ時に「匿名組合出資預り金」を計

上し、匿名組合が獲得した純損益の

出資者持分相当額については、税金

等調整前当期純利益の直前の「匿名

組合損益分配額」に計上するととも

に同額を「匿名組合出資預り金」に

加減し、出資金の払い戻しについて

は、「匿名組合出資預り金」を減額

させております。 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

６．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項 

 該当する事項はありません。 

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 
（平成18年11月30日） 

※１．担保資産 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

販売用不動産 7,701,122千円

建物及び構築物 773,097千円

土地 1,790,062千円

  計 10,264,281千円

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 1,489,878千円

長期借入金 7,615,892千円

計 9,105,770千円

※２．販売用不動産に振り替えたものは以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物 446,587千円

土地 860,700千円

 ３．当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 
880,000千円

借入実行残高 512,322千円

差引額 367,678千円

当連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

 役員報酬 54,671千円 

 給与・賞与手当 126,286千円 

 租税公課 140,628千円 

 貸倒引当金繰入額 220千円 

※２．固定資産除却損の内訳 

建物 603千円 

   



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）1.普通株式の発行済株式総数の増加12,100株は、新株予約権の権利行使による新株発行による増加2,100株、公

募による新株発行による増加10,000株であります。 

     2.自己株式については、該当事項はありません。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少 
株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 53,000 12,100 － 65,100 

合計 53,000 12,100 － 65,100 

当連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年11月30日現在） 

現金及び預金勘定 4,602,371千円

現金及び現金同等物 4,602,371千円

 

 ２．重要な非資金取引 

固定資産の販売用不動産振替

額 
1,307,287千円

当連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

   会社事業内容に照らして重要性が乏しく、契約１

件当たりの金額が少額なリース取引のため、連結

財務諸表規則第15条の３の規定に基づき記載を省

略しております。 



（有価証券関係） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

  

当連結会計年度 
（平成18年11月30日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 0 

匿名組合出資金  257,000 

優先出資証券  307,500 

当連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 １.取引の状況に関する事項 

    （１）取引の内容 

当社グループは、デリバティブ取引を金利変動

リスクをヘッジする目的で利用しております。 

   （２）取引に対する取組方針 

投機目的のデリバティブ取引は行わない方針で

あります。  

    （３）取引の利用目的 

変動金利による借入金利を固定金利に交換する

金利スワップ取引を利用しております。    

    （４）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリ

スクを有しております。なお取引の契約先は信

用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契

約不履行によるリスクはほとんどないと認識し

ております。     

    （５）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の取り組みにおいては、取締

役会の承認を得るものとしており、取引の実行

及び管理は経営管理部が行っております。 

 ２.取引の時価等に関する事項 

       当連結会計年度において金利スワップ取引を行

っておりますが、全てヘッジ会計を適用してお

りますので注記の対象から除いております。 



（退職給付関係） 

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

当連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当社グループは、退職給付制度を採用しておりませんの

で、該当事項はありません。 

 
平成14年12月28日 
ストック・オプション 

平成16年3月11日 
ストック・オプション 

平成17年7月1日 
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社の代表取締役 1名 当社の代表取締役 1名 

当社の代表取締役 １名 

当社の取締役   ２名 

当社の監査役   ２名 

当社の従業員   11名 

当社の顧問    ２名 

当社の取引先   ８名 

ストック・オプション数 普通株式   5,000株 普通株式   13,000株 普通株式   4,130株 

付与日 平成14年12月28日 平成16年3月11日 平成17年7月1日 

権利確定条件 

権利行使時においても当社

または当社子会社及び関連

会社の取締役または監査役

その他これに準ずる地位で

あることを要する。 

権利行使時においても同等

のまたはこれに準じる地位

であることを要する。 

権利行使時においても同等

のまたはこれに準じる地位

であることを要する。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 
平成17年7月1日 

～平成19年7月1日 

権利行使期間 
平成15年1月1日 

～平成34年12月31日 

平成16年3月11日 

～平成26年2月27日 

平成19年7月2日 

～平成27年5月26日 

 
平成17年9月28日 

ストック・オプション 
平成18年３月１日 
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員   ９名 当社従業員   ７名 

ストック・オプション数 普通株式   263株 普通株式   125株 

付与日 平成17年9月28日 平成18年３月１日 

権利確定条件 

権利行使時においても同等

のまたはこれに準じる地位

であることを要する。 

権利行使時においても同等

のまたはこれに準じる地位

であることを要する。 

対象勤務期間 
平成17年9月28日 

～平成19年9月28日 

平成18年３月１日 

～平成20年３月１日 

権利行使期間 
平成19年9月29日 

～平成27年5月26日 

平成20年３月２日 

～平成28年２月23日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

  （注）行使時平均株価は、権利行使時点において当社株式が非上場のため記載しておりません。 

  

 
平成14年12月28日 
ストック・オプション 

平成16年3月11日 
ストック・オプション 

平成17年7月1日 
ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － － 4,130 

付与 － － － 

失効 － － － 

権利確定 － － － 

未確定残 － － 4,130 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 5,000 5,907 － 

権利確定 － － － 

権利行使 － 2,100 － 

失効 － － － 

未行使残 5,000 3,807 － 

 
平成17年9月28日 

ストック・オプション 
平成18年3月1日 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 263 － 

付与 － 125 

失効 － 10 

権利確定 － － 

未確定残 263 115 

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末 － － 

権利確定 － － 

権利行使 － － 

失効 － － 

未行使残 － － 

 
平成14年12月28日 
ストック・オプション 

平成16年3月11日 
ストック・オプション 

平成17年7月1日 
ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 50,000 35,000 60,000 

行使時平均株価     （円） － － － 

 
平成17年9月28日 

ストック・オプション 
平成18年3月1日 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 60,000 78,000 

行使時平均株価     （円） － － 



（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 20,365千円

未払不動産取得税 14,080千円

その他 233千円

繰延税金資産（流動）小計 34,679千円

繰延税金資産（固定）  

繰延消費税等 16,439千円

税務売上認識額 8,296千円

その他 2,090千円

繰延税金資産（固定）小計 26,826千円

繰延税金資産合計 61,506千円

繰延税金資産の純額 61,506千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 



【事業の種類別セグメント情報】 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、役務の系列及び類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な役務 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、141,825千円であり、その主な

ものは、当社の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、927,244千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

    海外拠点を有しておりませんので、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

    海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

   当連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日）   

  
  

不動産ファン
ド運営事業  
 （千円） 

不動産 
投資事業  
（千円）  

アドバイザリ
ー事業  
（千円） 

 計 
（千円）  

消去又は全
社  
（千円）  

 連結 
 （千円） 

Ⅰ.売上高及び営業利益             

  売上高             

（1）外部顧客に対する売上高 5,736,497 2,077,384 281,976 8,095,858 － 8,095,858 

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高   

－ － 24,764 24,764 △24,764 － 

         計 5,736,497 2,077,384 306,741 8,120,622 △24,764 8,095,858 

  営業費用 4,710,295 1,706,029 31,173 6,447,498 117,060 6,564,559 

  営業利益 1,026,201 371,354 275,567 1,673,124 △141,825 1,531,298 

Ⅱ.資産、減価償却費及び資本

的支出 

            

  資産 16,830,512 4,615,084 22,062 21,467,659 927,244 22,394,903 

  減価償却費 4,473 123,218 263 127,955 920 128,875 

  資本的支出 8,415 3,080,014 495 3,088,925 3,900 3,092,825 

事業区分   

不動産ファンド運営事業 ファンド物件に関する不動産売却収入、不動産賃貸収入 

不動産投資事業 不動産売却収入、不動産賃貸収入 

アドバイザリー事業 業務委託料、不動産仲介手数料 



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 (注)平成18年１月の当社の本社の事務所移転に際して、当社は事務所の賃借に対して当社代表取締役社長水永政志

より保証を受けております。なお、保証料の支払いはありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

   ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 水永政志 － － 
 当社代表 

 取締役社長 

（被所有） 

直接 9.5 

  

－ － 

当社賃貸借

契約の債務

保証(注） 

－ － － 

当連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１株当たり純資産額 58,279.18円 

１株当たり当期純利益金額 7,237.97円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
6,013.63円 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当期純利益（千円） 403,255 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 403,255 

期中平均株式数（株） 55,714 

当期純利益調整額（千円） － 

普通株式増加数（株） 11,343 

（うち新株予約権にかかる増加数）                        (11,343)  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

     ────── 

  

  

項目 
当連結会計年度 
（平成18年11月30日） 

純資産の部の合計額（千円） 3,793,974 

普通株主に帰属しない純資産額（千円） － 

普通株式に係る純資産額（千円） 3,793,974 

普通株式の発行済株式数（株） 65,100 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式の数（株） 
65,100 



（重要な後発事象） 

当連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  （シンジケートローン契約） 

当社は、下記のとおり総額180億円のシンジケート 

ローン契約を参加金融機関と締結いたしました。  

１．タームローン 

２．コミットメントライン 

  

①調達金額  120億円 

②契約日 平成19年２月６日  

③実行日   平成19年２月15日 

④借入期間 ３年間 

⑤資金使途 子会社転貸資金 

⑥アレンジャー ㈱三菱東京UFJ銀行 

⑦エージェント ㈱三菱東京UFJ銀行 

⑧参加金融機関   ㈱三菱東京UFJ銀行、㈱あお

ぞら銀行、㈱りそな銀行、三

菱UFJ信託銀行㈱、㈱みずほ

銀行、興銀リース㈱、商工組

合中央金庫、バンコック・バ

ンク・パブリック・カンパニ

ー・リミテッド、㈱十六銀

行、㈱岐阜銀行、さわやか信

用金庫、㈱武蔵野銀行、ユー

エフジェイセントラルリース

㈱ 

①契約極度額 60億円 

②契約日 平成19年２月６日  

③借入期間 １年間 

④資金使途 子会社転貸資金 

⑤アレンジャー ㈱三菱東京UFJ銀行 

⑥エージェント ㈱三菱東京UFJ銀行 

⑦参加金融機関   ㈱三菱東京UFJ銀行、㈱あお

ぞら銀行、キャップマークジ

ャパン㈱、三菱UFJ信託銀行

㈱、ダイヤモンドリース㈱、

㈱十六銀行 



⑤連結附属明細表 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後5年間の返済予定は以下のとおりであります。

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

 当社  第1回無担保社債  平成17年12月29日 － 600,000 0.7  なし  平成20年12月29日 

 当社  第2回無担保社債  平成18年３月24日 － 400,000 1.1  なし  平成21年３月24日 

 当社  第3回無担保社債  平成18年10月31日 － 
500,000 

 (100,000)
1.4  なし  平成23年10月31日 

合計 － － － 
1,500,000 

 (100,000)
－ － － 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

100,000 100,000 1,100,000 100,000 100,000 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

 短期借入金 － 1,532,322 1.6  － 

 一年内に返済予定の長期借入金 － 137,556 1.8  －  

 長期借入金(一年以内に返済予定のものを除く) － 7,615,892 1.9 平成19年～平成33年 

 その他の有利子負債 － － － － 

合計 － 9,285,770 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

 長期借入金 6,216,556 1,058,856 65,556 124,556 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
第５期 

（平成17年11月30日） 
第６期 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     560,621     922,257   

２．営業未収入金 ※１   103,837     95,706   

３．販売用不動産 ※２,４   131,887     209,197   

４．貯蔵品     －     685   

５．前払費用     5,917     19,608   

６．繰延税金資産     18,100     34,679   

７．未収入金     178     －   

８．その他     933     1,205   

貸倒引当金     △500     △252   

流動資産合計     820,976 20.6   1,283,088 15.7 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1）建物 ※２,４ 708,150     1,478,968     

減価償却累計額   107,263 600,886   149,195 1,329,773   

(2）構築物   2,781     2,781     

減価償却累計額   50 2,730   348 2,432   

(3）車両運搬具   6,239     6,239     

減価償却累計額   497 5,741   2,329 3,910   

(4）器具備品   8,670     12,197     

減価償却累計額   2,285 6,385   5,205 6,992   

(5）土地 ※２,４   1,514,485     2,387,019   

(6）建設仮勘定     33,884     87,064   

有形固定資産合計     2,164,114 54.3   3,817,192 46.7 

２．無形固定資産               

(1）ソフトウェア     1,966     4,946   

無形固定資産合計     1,966 0.1   4,946 0.1 

３．投資その他の資産               

(1）投資有価証券     0     564,500   

(2）その他の関係会社
有価証券 

    944,117     2,365,062   

(3）出資金     12,530     10,040   

(4）関係会社出資金     －     20,000   

(5）長期前払費用     680     826   

(6）繰延税金資産     10,400     26,826   

(7）その他     27,306     42,693   

貸倒引当金     △176     －   

投資その他の資産合
計 

    994,857 25.0   3,029,948 37.1 

固定資産合計     3,160,938 79.4   6,852,088 83.9 

Ⅲ 繰延資産                

1．社債発行費     －     29,621   

 繰延資産合計     － －   29,621 0.4 

資産合計     3,981,914 100.0   8,164,798 100.0 

                

 



    
第５期 

（平成17年11月30日） 
第６期 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．営業未払金     25,029     38,565   

２．短期借入金 ※２   1,185,930     1,532,322   

３．１年内返済予定長期
借入金 

※２   104,700     137,556   

４．１年内償還予定社債     －     100,000   

５．未払金     10,298     4,992   

６．未払費用     4,637     10,912   

７．未払法人税等     108,697     229,968   

８．未払消費税等     17,626     5,292   

９．前受金     12,470     3,740   

10．預り金     2,490     10,913   

11．その他     －     1   

流動負債合計     1,471,879 37.0   2,074,264 25.4 

Ⅱ 固定負債               

１．社債     －     1,400,000   

２．長期借入金 ※２   503,500     799,592   

３．預り敷金     67,806     94,024   

固定負債合計     571,306 14.3   2,293,616 28.1 

負債合計     2,043,186 51.3   4,367,880 53.5 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※３   822,397 20.6   － － 

Ⅱ 資本剰余金               

１．資本準備金   790,837     －     

資本剰余金合計     790,837 19.9   － － 

Ⅲ 利益剰余金               

１．当期未処分利益   325,493     －     

利益剰余金合計     325,493 8.2   － － 

資本合計     1,938,728 48.7   － － 

負債・資本合計     3,981,914 100.0   － － 

                

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,549,147 19.0 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     1,517,587     

資本剰余金合計     － －   1,517,587 18.6 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     730,182     

利益剰余金合計     － －   730,182 8.9 

株主資本合計     － －   3,796,917 46.5 

純資産合計     － －   3,796,917 46.5 

負債純資産合計     － －   8,164,798 100.0 

        



②【損益計算書】 

    
第５期 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

１．不動産投資売上   1,467,205     2,077,384     

２．ファンド運営収入   187,904     443,481     

３．アドバイザリー収入   232,839 1,887,949 100.0 306,741 2,827,607 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．不動産投資売上原価   1,334,921 1,334,921 70.7 1,627,175 1,627,175 57.5 

売上総利益     553,028 29.3   1,200,431 42.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１．役員報酬   42,010     54,671     

２．給与・賞与手当   50,153     126,286     

３．交際費   3,421     4,397     

４．旅費交通費   5,372     14,872     

５．事務用消耗品費   7,321     23,270     

６．保険料   536     326     

７．支払報酬   22,261     36,684     

８．減価償却費   4,044     5,919     

９．地代家賃   6,654     31,122     

10．租税公課   35,648     63,200     

11．貸倒引当金繰入   676     220     

12．その他   31,418 209,519 11.1 73,093 434,066 15.4 

営業利益     343,509 18.2   766,365 27.1 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   3     56     

２．保険解約返戻金収入   －     128     

３．その他   － 3 0.0 95 279 0.0 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   27,842     28,629     

２．社債利息   －     12,528     

３．新株発行費   4,678     －     

４．株式交付費   －     16,436     

 ５．社債発行費償却   －     8,801     

６．株式公開関連費用   －     12,702     

 ７．支払手数料   8,895 41,416 2.2 70 79,168 2.8 

経常利益     302,096 16.0   687,475 24.3 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※１ 327 327 0.0 － － － 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産除却損 ※２ 811     603     

２．投資有価証券評価損   999 1,811 0.1 － 603 0.0 

税引前当期純利益     300,612 15.9   686,872 24.3 

法人税、住民税及び
事業税 

  144,598     315,189     

法人税等調整額   △20,100 124,498 6.6 △33,006 282,183 10.0 

当期純利益     176,113 9.3   404,688 14.3 

前期繰越利益     149,379     －   

当期未処分利益     325,493     －   

                



売上原価明細書 

 （脚注） 

   
第５期 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 土地建物原価  1,080,684 81.0 1,325,581 81.5

Ⅱ 経費 ※１ 254,236 19.0 301,593 18.5

売上原価  1,334,921 100.0 1,627,175 100.0 

     

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

減価償却費 78,128千円 減価償却費 122,956千円



③【株主資本等変動計算書】 

第６期（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余
金 利益剰余金合

計 
繰越利益剰余金

平成17年11月30日 残高 
（千円） 

822,397 790,837 790,837 325,493 325,493 1,938,728 1,938,728 

事業年度中の変動額        

新株の発行 726,750 726,750 726,750 － － 1,453,500 1,453,500 

当期純利益 － － － 404,688 404,688 404,688 404,688 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

726,750 726,750 726,750 404,688 404,688 1,858,188 1,858,188 

平成18年11月30日 残高 
（千円） 

1,549,147 1,517,587 1,517,587 730,182 730,182 3,796,917 3,796,917 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

    
第５期 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１．税引前当期純利益   300,612 

２．減価償却費   82,172 

３．貸倒引当金の増加額   676 

４．受取利息   △3 

５．支払利息   27,842 

６．新株発行費   4,678 

７．固定資産売却益   △327 

８．固定資産除却損   811 

９．投資有価証券評価損   999 

10．営業未収入金の増加額   △92,252 

11．販売用不動産の減少額   959,212 

12．営業未払金の増加額   14,524 

13．未払消費税等の増加額   8,132 

14．前受金の減少額   △18,653 

15．その他   6,449 

小計   1,294,876 

16．利息の受取額   3 

17．利息の支払額   △29,857 

18．法人税等の支払額   △94,860 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,170,161 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１．有形固定資産の取得による支出   △1,491,874 

２．有形固定資産の売却による収入   9,199 

３．無形固定資産の取得による支出   △2,000 

４．営業の譲受による支出 ※３ △557,901 

５．投資有価証券の取得による支出   △600,000 

６．出資金の払込による支出   △5,000 

７．出資金の売却による収入   3,000 

８．貸付による支出   △703,000 

９．その他   11,460 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,336,115 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１．短期借入の純増額   478,460 

２．長期借入れによる収入   575,000 

３．長期借入金の返済による支出   △156,974 

４．匿名組合出資預り金による収入   700,000 

５．株式の発行による収入   956,996 

財務活動によるキャッシュ・フロー   2,553,481 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   387,527 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   173,093 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 560,621 

      



⑤【利益処分計算書】 

   
第５期 

（株主総会承認日 
平成18年２月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  325,493 

Ⅱ 次期繰越利益  325,493 

   



重要な会計方針 

項目 
第５期 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

  

  

  

 その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しており

ます。なお、匿名組合出資金について

は、匿名組合の損益のうち当社の持分相

当額を売上高に計上するとともに、「そ

の他の関係会社有価証券」を加減してお

ります。 

 その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しており

ます。なお、匿名組合出資金及びそれに

類する出資については、匿名組合の損益

のうち当社の持分相当額を売上高に計上

するとともに、「投資有価証券」及び

「その他の関係会社有価証券」を加減し

ております。 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）販売用不動産 

  個別法による原価法によっておりま

す。 

(2）────── 

   

(1）販売用不動産 

  同左  

  

(2）貯蔵品 

  最終仕入原価法によっております。 

３．固定資産の減価償却の方

法 

  

(1）有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっており

ます。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物       ２～50年 

構築物        20年 

車両運搬具    ４～６年 

器具備品     ４～８年 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっており

ます。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物       ２～50年 

構築物        20年 

車両運搬具      ６年 

器具備品     ３～20年 

  

  

(2）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアは、

社内における見込利用可能期間（５

年）を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

(3）長期前払費用 

定額法によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

４．繰延資産の処理方法 

  

(1）新株発行費 

  支出時に全額費用処理しておりま

す。  

 (2）───── 

  

  

(1）株式交付費 

同左 

  

 (2）社債発行費 

償還期間にわたり均等償却しておりま

す。 

５．引当金の計上基準 

  

貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

 同左  

  

  

  

  

 



項目 
第５期 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特

例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

(3）ヘッジ方針 

変動金利による借入金金利を固定金

利に交換し、金利変動リスクをヘッ

ジしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、決算日における有

効性の判定を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

  

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 

──────  

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

  

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ており、控除対象外消費税等は、全額

当期の費用として処理しております。 

消費税等の会計処理  

同左 

  

  



会計方針の変更 

表示方法の変更 

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

        ────────── 

  

(1）固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。  

  

      

(2）貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。従

来の資本の部の合計に相当する金額は3,796,917千円で

あります。 

  なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。    

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

      ──────────  （損益計算書） 

前事業年度において「新株発行費」として掲記されてい

たものは、「株式交付費」として表示しております。  



追加情報 

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

(1）「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当期から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税

の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が5,617千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額

減少しております。 

        ───────────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2）ファンド運営収入のアセットマネジメントフィー及

び匿名組合損益分配額については、業務委託契約及び

匿名組合出資契約に基づき、匿名組合の６ヶ月毎の計

算期間の終了毎に売上計上しておりましたが、当期に

ファンドのスキーム変更により契約関係が変更された

ことに伴い、アセットマネジメントフィー及び匿名組

合損益分配額を３ヶ月毎の計算期間の終了毎に売上計

上しております。 

 この結果、売上高が63,200千円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益が同額増加しておりま

す。 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

第６期（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

第５期 
（平成17年11月30日） 

第６期 
（平成18年11月30日） 

※１．関係会社に対する資産及び負債 ※１．関係会社に対する資産及び負債 

営業未収入金 51,449千円 営業未収入金 84,503千円

※２．担保資産 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※２．担保資産 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

販売用不動産 82,845千円

建物 351,690千円

土地 1,192,265千円

計 1,626,801千円

建物 773,097千円

土地 1,790,062千円

  計 2,563,159千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 1,185,930千円

１年内返済予定長期借入金 104,700千円

長期借入金 503,500千円

計 1,794,130千円

短期借入金 1,352,322千円

１年内返済予定長期借入金 137,556千円

長期借入金 799,592千円

計 2,289,470千円

※３．授権株式数及び発行済株式総数 ※３．─────────── 

授権株式数 普通株式 114,400株

発行済株式総数 普通株式 53,000株

 

※４．販売用不動産に振り替えたものは以下のとおりで

あります。 

建物 436,277千円

土地 636,413千円

※４．販売用不動産に振り替えたものは以下のとおりで

あります。 

建物 446,587千円

土地 860,700千円

 ５．当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 ５．当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 
780,000千円

借入実行残高 514,930千円

差引額 265,070千円

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 
880,000千円

借入実行残高 512,322千円

差引額 367,678千円

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１．固定資産売却益の内訳 ※１. ─────── 

車両運搬具 327千円    

※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳 

建物 291千円

器具備品 519千円

建物 603千円

   



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年11月30日現在） 

現金及び預金勘定 560,621千円

現金及び現金同等物 560,621千円

 ２．営業の譲渡により減少した資産及び負債の主な内

訳 

固定資産 2,736,315千円

資産合計 2,736,315千円

固定負債 2,736,315千円

負債合計 2,736,315千円

※３．営業の譲受により増加した資産及び負債の主な内

訳 

流動資産 19,836千円

固定資産 548,402千円

資産合計 568,238千円

流動負債 113千円

固定負債 10,223千円

負債合計 10,337千円

 ４．重要な非資金取引 

固定資産の販売用不動産振替

額 
1,072,691千円

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

   会社事業内容に照らして重要性が乏しく、契約１

件当たりの金額が少額なリース取引のため、財務

諸表等規則第８条の６第６項の規定に基づき記載

を省略しております。 

同左 



（有価証券関係） 

1.時価評価されていない主な有価証券の内容 

 2.子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 第6期（平成18年11月30日） 

 該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係） 

  

第５期 
（平成17年11月30日） 

貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 0 

(2）その他の関係会社有価証券   

匿名組合出資金 

  

944,117 

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

 １.取引の状況に関する事項 

    （１）取引の内容 

当社はデリバティブ取引を金利変動リスクをヘ

ッジする目的で利用しております。    

   （２）取引に対する取組方針 

投機目的のデリバティブ取引は行わない方針で

あります。  

    （３）取引の利用目的 

変動金利による借入金利を固定金利に交換する

金利スワップ取引を利用しております。    

    （４）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリ

スクを有しております。なお取引の契約先は信

用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契

約不履行によるリスクはほとんどないと認識し

ております。     

    （５）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の取り組みにおいては、取締

役会の承認を得るものとしており、取引の実行

及び管理は経営管理部が行っております。 

 ２.取引の時価等に関する事項 

       当事業年度において金利スワップ取引を行って

おりますが、全てヘッジ会計を適用しておりま

すので注記の対象から除いております。 



（退職給付関係） 

（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

  当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、 

  該当事項はありません。 

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 9,016千円

未払不動産取得税 8,692千円

その他 390千円

繰延税金資産（流動）小計 18,100千円

繰延税金資産（固定）  

繰延消費税等 9,199千円

その他 1,200千円

繰延税金資産（固定）小計 10,400千円

繰延税金資産合計 28,500千円

繰延税金資産の純額 28,500千円

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 20,365千円

未払不動産取得税 14,080千円

その他 233千円

繰延税金資産（流動）小計 34,679千円

繰延税金資産（固定）  

繰延消費税等 16,439千円

税務売上認識額 8,296千円

その他 2,090千円

繰延税金資産（固定）小計 26,826千円

繰延税金資産合計 61,506千円

繰延税金資産の純額 61,506千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目の内訳 

同左 

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

  当社には関連会社がありませんので、該当事項はあ

りません。 



【関連当事者との取引】 

第５期（自 平成16年12月１日 至 平成17年11月30日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方法等 

 （注）１．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社が平成17年７月１日に実施した第三者割当増資により議決権比率が過半数を下回ったため、株式会社オ

フィス扇は親会社に該当しなくなりました。 

３．当社を営業者とする匿名組合契約を締結しておりましたが、平成17年２月１日に匿名組合契約の営業者の地

位を譲渡したことに伴い、取引関係を解消しております。 

４．車両運搬具は、第三者である専門業者の査定価格により売却しております。 

５．営業譲受は平成17年10月31日をもって株式会社オフィス扇の不動産事業を譲り受けたものであり、対価の算

定においては第三者である不動産鑑定士による評価をもとに決定しております。 

(2）役員及び個人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方法等 

 （注）１．当社は銀行借入に対して、当社代表取締役社長水永政志の債務保証を受けておりましたが、期末日現在すべ

て解消しております。なお、保証料の支払いはありません。 

２．当社は本社事務所の賃借に対して当社代表取締役社長水永政志より保証を受けておりましたが、期末日現在

本社の移転に伴い当該賃貸借契約を解消しており、保証も解消されております。なお、保証料の支払いはあ

りません。 

３．株式会社オフィス扇は、役員（水永政志）が代表取締役であり、かつ、議決権の過半数を所有している会社

でありますが、(1）親会社及び法人主要株主等に記載しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上の
関係 

法人主要

株主 

株式会社

オフィス

扇 

（注）２ 

東京都 

足立区 
10,000 

有価証券

の保有 

（被所有） 

直接 30.6 

兼任 

１名 

匿名組合

契約の締

結 

（注）３ 

車両の売却 

売却額 

売却益 

（注）４ 

3,476 

77 
－ － 

営業の譲受 

譲受資産 

譲受負債 

譲受対価 

（注）５ 

458,072 

8,481 

449,591 

－ － 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 水永政志 － － 

当社代表 

取締役社

長 

（被所有） 

直接 13.4 
－ － 

当社銀行借入

の債務保証 

（注）１ 

－ － － 

当社賃貸借契

約の債務保証 

（注）２ 

－ － － 



(3）子会社等 

取引条件及び取引条件の決定方法等 

 （注）１．平成17年２月１日をもって有限責任中間法人スター・プロパティーズに対して、有限会社スター・ファンド

の出資持分を譲渡しております。なお、平成17年３月２日をもって旧社名有限会社スター・ファンド・マネ

ジメントを存続会社、有限会社スター・ファンドを消滅会社とする吸収合併を行い、有限会社スター・ファ

ンドは解散しております。 

２．旧社名有限会社スター・ファンド・マネジメントであります。なお、平成17年３月２日をもって旧社名有限

会社スター・ファンド・マネジメントを存続会社、有限会社スター・ファンドを消滅会社とする吸収合併を

行い、商号を有限会社スター・ファンドに変更いたしました。 

３．議決権等の所有はありませんが、実質的な支配力を持っているため子会社としたものであります。 

４．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

５．営業譲渡は平成17年２月１日をもって有限会社スター・ローンに匿名組合の営業者としての事業を譲渡した

ものであり、対価の算定においては第三者による評価をもとに決定しております。 

６．ファンド運営収入については類似商品の手数料を参考に投資家と交渉の上決定しております。 

７．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、平成17年２月１日を

もって、有限会社スター・ローンに匿名組合の営業者としての事業を営業譲渡したことにより、当該取引は

解消しております。 

８．ファンド運営収入については類似商品の手数料を参考に交渉の上決定しております。なお、平成17年２月１

日をもって、有限会社スター・ローンに匿名組合の営業者としての事業を営業譲渡したことにより、当該取

引は解消しております。 

９．仲介手数料は宅地建物取引業法に基づく報酬額を基準として決定しております。 

10．銀行借入について債務保証を行っておりましたが、平成17年３月２日をもって旧社名有限会社スター・ファ

ンド・マネジメント（現 有限会社スター・ファンド）を存続会社、有限会社スター・ファンドを消滅会社

とする吸収合併により、有限会社スター・ファンド・マネジメントに承継されております。なお、承継され

た債務保証は、平成17年３月15日をもって解消しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

子会社 

有限会社

スター・

ローン 

東京都 

港区 
5,000 

匿名組合

営業者 

－ 

（注）３ 

兼任 

１名 

アセッ

トマネ

ジメン

ト等の

業務の

受託 

匿名組

合契約

の締結 

営業の譲渡 

譲渡資産 

譲渡負債 

譲渡対価 

（注）５ 

2,736,315 

2,736,315 

－ 

－ － 

ファンド運営

収入（注）６ 
141,894 

営業未収

入金 
51,449 

匿名組合への

出資 
600,000 

その他の

関係会社

有価証券 

944,117 

子会社 

有限会社

スター・

ファンド 

（注）１ 

東京都 

千代田区 
3,000 

不動産の

保有 
－ 

兼任 

１名 

不動産

取引の

仲介 

金銭の貸付 

（注）７ 
703,000 － － 

ファンド運営

収入（注）８ 
46,009 － － 

不動産取引の

仲介（注）９ 
1,791 － － 

債務保証 

（注）10 
－ － － 

子会社 

有限会社

スター・

ファンド 

（注）２ 

東京都 

千代田区 
3,000 

不動産の

保有 

－ 

（注）３ 

兼任 

１名 

不動産

取引の

仲介 

不動産取引の

仲介（注）９ 
15,287 － － 

債務保証

（注）10 
－ － － 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

   ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１株当たり純資産額 36,579.79円 

１株当たり当期純利益金額 5,604.81円 

１株当たり純資産額 58,324.39円 

１株当たり当期純利益金額 7,263.68円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
6,034.99円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、ストック・オプション制度導入に伴う新株予約

権残高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店

頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませ

んので、記載しておりません。 

           

項目 
第５期 

（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

当期純利益（千円） 176,113 404,688 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 176,113 404,688 

期中平均株式数（株） 31,422 55,714 

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） － 11,343 

（うち新株予約権にかかる増加数）               （－）                        (11,343)  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権      ４種類 

新株予約権の数   15,300個 

  

     ────── 

  

  

項目 
第５期 

（平成17年11月30日） 
第６期 

（平成18年11月30日） 

純資産の部の合計額（千円） － 3,796,917 

普通株主に帰属しない純資産額（千円） － － 

普通株式に係る純資産額（千円） － 3,796,917 

普通株式の発行済株式数（株） － 65,100 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式の数（株） 
－ 65,100 



（重要な後発事象） 

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

（社債の発行） 

平成17年12月１日開催の取締役会において第１回無

担保社債の発行を決議いたしました。発行に関する

事項の概要は以下のとおりであります。 

①社債の名称  スター・マイカ株式会社第１回無担

保社債（株式会社東京三菱銀行保証

付・適格機関投資家限定） 

②発行価額   額面100円につき100円 

③発行総額   ６億円 

④利率     年0.710％ 

⑤償還の方法  償還金額額面100円につき100円 

   及び期限   社債発行日より３年経過後に満期一 

括償還する 

⑥発行の時期  平成17年12月29日 

⑦担保の内容  無担保 

⑧資金の使途  投資資金 

  （シンジケートローン契約） 

当社は、下記のとおり総額180億円のシンジケート 

ローン契約を参加金融機関と締結いたしました。  

１．タームローン 

２．コミットメントライン 

①調達金額  120億円 

②契約日 平成19年２月６日  

③実行日   平成19年２月15日 

④借入期間 ３年間 

⑤資金使途 子会社転貸資金 

⑥アレンジャー ㈱三菱東京UFJ銀行 

⑦エージェント ㈱三菱東京UFJ銀行 

⑧参加金融機関   ㈱三菱東京UFJ銀行、㈱あお

ぞら銀行、㈱りそな銀行、三

菱UFJ信託銀行㈱、㈱みずほ

銀行、興銀リース㈱、商工組

合中央金庫、バンコック・バ

ンク・パブリック・カンパニ

ー・リミテッド、㈱十六銀

行、㈱岐阜銀行、さわやか信

用金庫、㈱武蔵野銀行、ユー

エフジェイセントラルリース

㈱ 

①契約極度額 60億円 

②契約日 平成19年２月６日  

③借入期間 １年間 

④資金使途 子会社転貸資金 

⑤アレンジャー ㈱三菱東京UFJ銀行 

⑥エージェント ㈱三菱東京UFJ銀行 

⑦参加金融機関   ㈱三菱東京UFJ銀行、㈱あお

ぞら銀行、キャップマークジ

ャパン㈱、三菱UFJ信託銀行

㈱、ダイヤモンドリース㈱、

㈱十六銀行 

（社債の発行） 

平成18年３月１日開催の取締役会において第２回無

担保社債の発行を決議いたしました。発行に関する

事項の概要は以下のとおりであります。 

①社債の名称  スター・マイカ株式会社第２回無担

保社債（株式会社三菱東京UFJ銀行保

証付・適格機関投資家限定） 

②発行価額   額面100円につき100円 

③発行総額   ４億円 

④利率     年1.050％ 

⑤償還の方法  償還金額額面100円につき100円 

   及び期限   社債発行日より３年経過後に満期一 

括償還する 

⑥発行の時期  平成18年３月24日 

⑦担保の内容  無担保 

⑧資金の使途  投資資金 

 

 



  

第５期 
（自 平成16年12月１日 
至 平成17年11月30日） 

第６期 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

（新株予約権（ストック・オプション）の発行） 

平成18年２月23日開催の第５回定時株主総会及び平

成18年３月１日開催の取締役会に基づき、平成18年

３月１日付けで当社の従業員に対して新株予約権

（ストック・オプション）を発行しております。 

その概要は以下のとおりであります。 

①新株予約権の発行日  平成18年３月１日 

②新株予約権の発行数  125個 

③新株予約権の発行価額 無償 

④新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式125株 

⑤新株予約権の行使に際しての払込金額 

１株当たり78,000円 

⑥新株予約権の行使期間 自 平成20年３月２日 

至 平成28年２月23日 

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価額及び資本組入額 

発行価額  78,000円 

資本組入額 39,000円 

⑧新株予約権の割当を受けた者及び人数 

当社の従業員７名 

        ────────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

投資有価証券 その他有価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

㈱ユナイテッド・ワールド・ミュージック 2,000 0 

小計 2,000 0 

計 2,000 0 

投資有価証券 その他有価証券 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額

（千円） 

 優先出資証券  1銘柄 6,150 307,500 

 匿名組合出資金 3銘柄 257,000 257,000 

小計 － 564,500 

計 － 564,500 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

【引当金明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 708,150 1,298,984 528,166 1,478,968 149,195 122,906 1,329,773 

構築物 2,781 － － 2,781 348 297 2,432 

車両運搬具 6,239 － － 6,239 2,329 1,831 3,910 

器具備品 8,670 3,526 － 12,197 5,205 2,920 6,992 

土地 1,514,485 1,733,233 860,700 2,387,019 － － 2,387,019 

建設仮勘定 33,884 87,064 33,884 87,064 － － 87,064 

有形固定資産計 2,274,211 3,122,809 1,422,751 3,974,270 157,077 127,955 3,817,192 

無形固定資産               

ソフトウェア 2,000 3,900 － 5,900 953 920 4,946 

無形固定資産計 2,000 3,900 － 5,900 953 920 4,946 

長期前払費用 1,200 400 － 1,600 773 253 826 

繰延資産               

社債発行費 － 38,422 － 38,422 8,801 8,801 29,621 

繰延資産計 － 38,422 － 38,422 8,801 8,801 29,621 

 （建物)  不動産投資事業   1,293,105千円 

 （土地)  不動産投資事業   1,733,233千円 

 （建物)  不動産投資事業     446,587千円 

 （土地)  不動産投資事業     860,700千円 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 676 252 676 － 252 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 営業未収入金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

③ 販売用不動産 

区分 金額（千円） 

現金 501 

預金   

普通預金 921,756 

小計 921,756 

合計 922,257 

相手先 金額（千円） 

㈲スター・ローン 84,503 

東京都以外不動産物件賃料 4,692 

㈲ディスカバリー 4,205 

東京都内不動産物件賃料 1,379 

アール・シー・ホールディング㈲ 901 

その他 24 

合計 95,706 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

103,837 571,289 579,420 95,706 85.8 64 

地域別 土地面積（㎡） 金額（千円） 

東京都 92.58 136,074 

その他 289.42 73,123 

合計 382.00 209,197 



④ 貯蔵品 

⑤ その他の関係会社有価証券 

⑥ 営業未払金 

⑦ 短期借入金 

区分 金額（千円） 

 収入印紙 614 

 その他 71 

合計 685 

相手先 金額（千円） 

㈲スター・ローン匿名組合出資金 2,365,062 

合計 2,365,062 

相手先 金額（千円） 

不動産取得税 34,604 

㈱ＴＢＳ 1,260 

アークエステート㈱ 951 

財団法人日本ガス機器検査協会 598 

㈱タイセイ・ハウジー 468 

その他 683 

合計 38,565 

相手先 金額（千円） 

株式会社みずほ銀行 600,000 

株式会社あおぞら銀行 340,000 

株式会社三井住友銀行 280,000 

株式会社りそな銀行 180,000 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 132,322 

合計 1,532,322 



⑧ 社債 

 内訳は、１連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 ⑤連結附属明細表 社債明細表に記載しております。 

  

⑨ 長期借入金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

株式会社あおぞら銀行 210,000 

株式会社三井住友銀行 150,000 

株式会社りそな銀行 137,000 

商工組合中央金庫 136,592 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 108,000 

株式会社みずほ銀行 58,000 

合計 799,592 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 当社は、端株制度の適用を受けますが、現在端株は生じておりません。 

決算期 11月30日 

定時株主総会 ２月中 

基準日 11月30日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 ５月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

 みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

 みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告とする。 

http://www.starmica.co.jp/ 

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をす

ることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資）及びその添付書類 

 平成18年８月28日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年９月11日及び平成18年９月21日関東財務局長に提出。 

 平成18年８月28日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3）臨時報告書 

 平成18年10月３日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動）に基づく臨時報告書

であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成19年２月26日

スター・マイカ株式会社  

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小田 哲生  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 寺田 昭仁  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

スター・マイカ株式会社の平成17年12月１日から平成18年11月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

スター・マイカ株式会社及び連結子会社の平成18年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記事項 

 注記事項（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成19年2月6日にシンジケートローンを締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年８月28日

スター・マイカ株式会社  

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小田 哲生  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 寺田 昭仁  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

スター・マイカ株式会社の平成16年12月１日から平成17年11月30日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

スター・マイカ株式会社の平成17年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提

出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成19年２月26日

スター・マイカ株式会社  

 取締役会 御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小田 哲生  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 寺田 昭仁  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

スター・マイカ株式会社の平成17年12月１日から平成18年11月30日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

スター・マイカ株式会社の平成18年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績のすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記事項 

 注記事項（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成19年2月6日にシンジケートローンを締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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